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事例１０ Ｚホールディングス㈱及びＬＩＮＥ㈱の経営統合 

第１ 当事会社グループ 

Ｚホールディングス株式会社（法人番号4010401039979）は子会社の経営

管理等を行う会社である。また，Ｚホールディングス株式会社の子会社であ

るヤフー株式会社は主にＥコマース事業等を営む会社である。ＬＩＮＥ株

式会社（法人番号7010701019678）は，主に広告事業等を営む会社である。

両社は，オンライン・ショッピング・モールやコンテンツ（電子書籍等）配

信サービス等を提供するいわゆるデジタルプラットフォーム事業者である。

以降は下記表の左欄の用語は右欄のとおり記載することとする。 

左欄 右欄 

ソフトバンク株式会社 ソフトバンク 

Ｚホールディングス株式会社 ＺＨＤ 

ソフトバンクの最終親会社であるソフトバンクグループ株

式会社と既に結合関係が形成されている企業の集団 

ＳＢＫ・ＺＨＤグル

ープ 

ＺＨＤを最終親会社として既に結合関係が形成されている

企業の集団 

ＺＨＤグループ 

ソフトバンクグループ株式会社と既に結合関係が形成され

ている企業の集団であって，ＺＨＤグループを除いたもの

ＳＢＫグループ 

ＮＡＶＥＲ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ ＮＡＶＥＲ 

ＬＩＮＥ株式会社 ＬＩＮＥ 

ＮＡＶＥＲと既に結合関係が形成されている企業の集団 ＮＡＶＥＲ・ＬＩＮ

Ｅグループ 

ＬＩＮＥ株式会社を最終親会社として既に結合関係が形成

されている企業の集団 

ＬＩＮＥグループ 

ＮＡＶＥＲと既に結合関係が形成されている企業の集団で

あって，ＬＩＮＥグループを除いたもの 

ＮＡＶＥＲグルー

プ 

ＳＢＫ・ＺＨＤグループ及びＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥグルー

プを併せたもの 

当事会社グループ 

第２ 本件の概要及び関係法条 

本件は，当事会社グループが，株式取得等によってＺＨＤ及びＬＩＮＥの

経営統合（以下「本件行為」という。）を計画しているものである。 

関係法条は，独占禁止法第１０条及び第１５条である。 
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第３ 本件審査の経緯等 

本件審査の経緯 

ＺＨＤ及びＬＩＮＥは，令和元年１１月１８日に，本件行為の計画につい

て公表し，同日以降，本件行為が競争を実質的に制限することとなるとはい

えないと考える旨の意見書及び資料を自主的に公正取引委員会に順次提出

し，当委員会は，当事会社グループの求めに応じて，当事会社グループとの

間で数次にわたり，意見交換を行った。 

当委員会は，当該意見書の内容や資料を精査したほか，競争事業者等に対

するヒアリングを実施した。さらに，当委員会から当事会社グループに対し

提出を求めた取締役会や経営会議等の各種会議資料・議事録や役員及び従

業員のメール等の内部資料についても精査した。 

その後，令和２年７月１４日に，当事会社グループから，独占禁止法の規

定に基づき本件行為に関する計画届出書が提出されたため，当委員会はこ

れを受理し，第１次審査を開始した。当委員会は，上記計画届出書及びその

他の当事会社グループから提出された意見や資料等のほか，競争事業者等

に対するヒアリング，経済分析の結果等を踏まえて，本件行為が競争に与え

る影響について審査を進めた。 

審査結果の概要 

公正取引委員会は，当事会社グループが競合又は取引関係に立つ取引分

野のうち，特に本件行為による影響を大きく受けると考えられる「ニュース

配信事業」，「広告関連事業」及び「コード決済事業」を中心に重点的に審

査を行った1。 

ニュース配信事業及び広告関連事業は，後記第４及び第５に記載のとお

り，本件行為が競争を実質的に制限することとなるとはいえないと判断し

た。 

また，コード決済事業については，後記第６に記載のとおり，当事会社グ

ループが当委員会に申し出た措置を前提とすれば，本件行為が競争を実質

的に制限することとなるとはいえないと判断した。 

第４ ニュース配信事業 

1 なお，「ニュース配信事業」，「広告関連事業」及び「コード決済事業」以外の各取引分野につ
いては，競争事業者からの競争圧力が認められる等の事情があることから，いずれも本件行為
により一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなるとはいえないと判断した。 
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概要 

ニュース配信とは，一般的に新聞社等の報道機関（以下「メディア」とい

う。）や，メディアからニュースを仕入れた事業者が，消費者に対し，イン

ターネットを介してニュースを配信することをいう。ニュース配信サービ

スには，主にパソコンを利用して記事を閲覧する需要者（消費者）に向けた

ニュース配信と，主にスマートフォン等のモバイル機器を利用して記事を

閲覧する需要者（消費者）に向けたニュース配信（以下「モバイル向けニュ

ース配信」という。）がある。後記(3)のとおり，当事会社グループが主に

競合するのはモバイル向けニュース配信に係る事業である。このため，以下

ではモバイル向けニュース配信に係る事業について検討する。 

モバイル向けニュース配信の配信方法には，ウェブサイトによる配信（消

費者が，モバイル機器においてウェブブラウザを起動しポータルサイト等

にアクセスして閲覧するものをいう。以下同じ。）とモバイルアプリによる

配信（消費者が，モバイル機器において専用アプリ等を起動して閲覧するも

のをいう。以下同じ。）がある。 

また，モバイル向けニュース配信事業（以下単に「ニュース配信事業」と

いう。）を行う事業者は，消費者に対し，有料又は無料で自社のウェブサイ

トやモバイルアプリによって，ニュースを配信している（以下，有料で行う

ニュース配信事業を「有料ニュース配信事業」，同事業を行う事業者を「有

料ニュース配信事業者」といい，無料で行うニュース配信事業を「無料ニュ

ース配信事業」，同事業を行う事業者を「無料ニュース配信事業者」とい

う。）。 

(1) 有料ニュース配信事業 

有料ニュース配信事業は，主にニュース記事を制作するメディア自身

により営まれている。有料ニュース配信事業者は，自社で制作したニュー

ス記事を，自社のウェブサイト又はモバイルアプリにより，有料会員登録

をした消費者に対して配信している。 

有料ニュース配信事業者は，有料会員登録をした消費者から一定額の

購読料を徴収することにより収入を得ているほか，自社のウェブサイト

やモバイルアプリに広告枠を設けることによって，広告収入を得ている。 

なお，有料ニュース配信事業者においても，必ずしも配信する記事の全

てを有料としているわけではなく，一定の限度を付した上で消費者が無

料でニュースを閲覧することもできるようにしている場合もある。 

(2) 無料ニュース配信事業 
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無料ニュース配信事業者は，通常，自らニュース記事を制作するのでは

なく，メディアからニュースを仕入れて（ニュース記事を購入して），自

社のウェブサイト又はモバイルアプリにより消費者に配信している。 

無料ニュース配信事業者は，ニュースを閲覧する消費者から購読料を

徴収するのではなく，自社のウェブサイトやモバイルアプリに広告枠を

設けることによって得られる広告収入を主な収益源としている。 

また，無料ニュース配信事業者がメディアからニュース記事を仕入れ

るに当たってメディアへ対価を支払う方法には，主に 

① 月額や年額で一定額を支払う方法， 

② 無料ニュース配信事業者が得られる広告収入の一部を支払う方法

（レベニューシェア）， 

③ 無料ニュース配信事業者のウェブサイトやモバイルアプリを介して，

ニュース記事の提供元であるメディアのウェブサイトやモバイルアプ

リにユーザーが遷移する（トラフィックバック）ようリンクを付けるこ

とによって，メディア自身の広告収入増加につなげる方法 

の３つがあり，契約内容によっては，上記①～③を組み合わせている場

合もある。 

(3) 当事会社グループが提供するニュース配信事業 

ＳＢＫ・ＺＨＤグループは主に「Ｙａｈｏｏ！ニュース」，ＬＩＮＥグ

ループは主に「ＬＩＮＥ ＮＥＷＳ」というサービス名でそれぞれニュー

ス配信事業を行っている。当事会社グループはいずれのサービスにおいて

も無料で消費者にニュースを配信しており，主要な収益源は広告収入とな

っている。 

当事会社グループが行う無料ニュース配信事業のうち，「Ｙａｈｏｏ！

ニュース」はウェブサイトとモバイルアプリの両方で配信されており，

「ＬＩＮＥ ＮＥＷＳ」はモバイルアプリでのみ配信されている。 

一定の取引分野 

(1) 役務範囲 

前記１のとおり，ニュース配信事業には，無料ニュース配信事業と有料

ニュース配信事業とがある。また，配信方法には，ウェブサイトによるも

のとモバイルアプリによるものがある。 

以下では，無料ニュース配信事業と有料ニュース配信事業との間の代

替性，及びウェブサイトによる配信とモバイルアプリによる配信との間

の代替性について，それぞれ検討する。 
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無料ニュース配信事業と有料ニュース配信事業との間の代替性 

需要の代替性 

無料ニュース配信事業を利用する需要者は，無料でニュースを閲

覧することができ，また，基本的に様々なメディアが制作したニュー

スを閲覧することができる。 

一方，有料ニュース配信事業者が運営するウェブサイト又はモバ

イルアプリを利用する場合，需要者は，例えば毎月数本まで等，限定

的に無料でニュースを閲覧することができるものの，その限度を超

えて当該ウェブサイト又はモバイルアプリにおいてニュースを閲覧

するためには，一定額の購読料を支払う必要がある。また，需要者は，

基本的には，当該有料ニュース配信サービスを運営するメディアが

制作したニュースしか閲覧することができないという点にも違いが

ある。 

そのため，需要者は，一定程度，両サービスを使い分けていると考

えられる。したがって，需要者にとって，無料ニュース配信事業と有

料ニュース配信事業が代替的に選択されているとはいえず，「無料ニ

ュース配信事業」と「有料ニュース配信事業」との間の需要の代替性

は限定的であると考えられる。 

供給の代替性 

無料ニュース配信事業者（又は有料ニュース配信事業者）がサービ

スを有料配信（又は無料配信）に転換する場合には，大きくビジネス

モデルを変更する必要がある。特に，有料ニュース配信事業者は，基

本的には自社で制作したニュース記事を配信しているところ，自ら

ニュース記事の制作事業を行っていないことが多い無料ニュース配

信事業者が多大な追加的コストやリスクを負うことなく有料ニュー

ス配信事業に切り替えることは困難と考えられる。 

また，前記１(1)のとおり，有料ニュース配信事業者は，一定の限

度を付した上で，無料によるニュース記事の配信も行っているが，有

料ニュース配信事業者が，全てのニュースを無料配信に転換する場

合には，大きくビジネスモデルを変更する必要があり，そのための多

大なコストやリスクを負うことなく無料ニュース配信事業に切り替

えることは困難と考えられる。 

そのため，「無料ニュース配信事業」と「有料ニュース配信事業」

との間の供給の代替性は認められない。 
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小括 

以上のことから，「無料ニュース配信事業」と「有料ニュース配信

事業」を異なる役務範囲として画定した。 

ウェブサイトによる配信とモバイルアプリによる配信との間の需要

の代替性 

ニュースの配信方法には，ウェブサイトによる配信とモバイルアプ

リによる配信がある。需要者は，スマートフォン等のモバイル機器から

ウェブサイトを通じてニュース記事を閲覧することはいつでも可能で

ある。また，専用のニュースアプリで閲覧する場合でも，需要者は当該

モバイルアプリを自らのモバイル機器にインストールしてしまえば，

当該モバイルアプリを利用して容易にニュースを閲覧することが可能

である。 

そのため，需要者にとっては，ウェブサイトによる配信とモバイルア

プリによる配信の需要の代替性は認められる。 

したがって，本件の役務範囲は「ウェブサイトによる配信」と「モバ

イルアプリによる配信」によって区別されない。 

以上のことから，本件の役務範囲を「無料ニュース配信事業」として

画定した。 

なお，「有料ニュース配信事業」においても，一部無料のニュース記

事等は存在していることから，当該部分については隣接市場からの競

争圧力として評価することとした。 

(2) 地理的範囲 

無料ニュース配信事業は，インターネットを介してニュースを配信す

る事業であることから，無料ニュース配信事業者は，自ら又は需要者の所

在地にかかわらず，日本全国においてニュース記事を配信することが可

能であり，需要者においても，地理的制限を受けることなく日本全国にお

いて無料でサービスを利用することが可能である。したがって，本件の地

理的範囲を「日本全国」として画定した。 

一定の取引分野におけるセーフハーバー基準の該当性 

当事会社グループはいずれも無料ニュース配信事業を営んでおり，競争

関係にあることから，本件は，水平型企業結合に該当する。 
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当事会社グループがそれぞれ行う無料ニュース配信事業に係る市場シェ

ア等の正確な値は不明であるため，水平型企業結合のセーフハーバー基準

に該当しないものとして，本件行為が競争を実質的に制限することとなる

かを後記４において検討する。 

競争の実質的制限についての検討 

当事会社グループ及び競争事業者の地位等 

当事会社グループのニュース配信サービスの利用率は，当事会社グループ

のいずれのサービスも日本国内におけるニュース配信サービスの月間利用

者数（月に１回以上モバイル機器でニュース配信サービスを利用するユーザ

ー。以下同じ。）の約６０～７５％に達すると考えられるため，当事会社グ

ループはともに同市場において非常に高い地位を有している。一方，月間利

用者数の約１０～２０％の利用者を有している有力な競争事業者も複数存

在している。 

小括 

以上のことから，本件行為により，当事会社グループが，単独行動又は協

調的行動によって，無料ニュース配信事業における競争を実質的に制限す

ることとなるとはいえないと考えられる。 

第５ 広告関連事業 

概要 

(1) 広告事業の概要 

広告事業とは，テレビ，新聞・雑誌，インターネットサービス（ポータ

ルサイト，動画共有サイト，ソーシャル・ネットワーキング・サービス〔以

下「ＳＮＳ」という。〕，ブログ）等の広告媒体を有する媒体社2が自社の

広告媒体上に表示される広告枠を広告主・広告代理店に販売する事業であ

る。 

そして，インターネット上で提供される広告（以下「デジタル広告」と

いう。）は，その広告の表示方法・表示形態等に応じて，「検索連動型広

2 「媒体社」とは，テレビ，新聞や雑誌，インターネットサービス等の広告媒体に広告枠を設け
た上で広告主・広告代理店に当該広告枠を販売し，広告を掲載している事業者のことである。 
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告3」，「ディスプレイ広告4（運用型5）」及び「ディスプレイ広告（予約

型6）」7等に大きく分類される。また，インターネットを利用した広告と

しては，メッセージやメールの形で，消費者個人に対して直接配信するサ

ービス方法も存在する。ＬＩＮＥグループでは，「アカウント広告」と称

して，広告主が公式のＬＩＮＥアカウントを作成し，当該アカウントを「Ｌ

ＩＮＥ」上で「友だち」として登録したユーザーに直接メッセージ（自社

の事業や製品の最新情報，クーポンやセール情報等）を届ける等の広告サ

ービス等を提供しており，「アカウント広告」がＬＩＮＥグループの行う

広告事業に係る売上高の多くを占めている。このような広告配信方法は，

消費者が「友だち」登録することで当該企業の広告に積極的に興味を示す

点やアカウントを利用して広告を消費者に直接配信する点など，通常の

「検索連動型広告」，「ディスプレイ広告（運用型）」及び「ディスプレ

イ広告（予約型）」とは異なる特徴を有している。このような特徴がメー

ルでの広告配信と類似していることを踏まえ，以下では，このようなメッ

セージやメールの形で消費者個人に対して直接配信される広告を「メッセ

ージ型広告」という。 

(2) デジタル広告仲介事業の概要 

デジタル広告仲介事業とは，広告主・広告代理店と媒体社との間でデジ

タル広告枠の販売の仲介を行う事業のことである。デジタル広告仲介サー

ビスは，特にディスプレイ広告（運用型）を中心に広告主・広告代理店及

び媒体社の双方向を対象にして提供されており，各種のアドテクノロジ

ー・サービス8を単独で又は複数のサービスを組み合わせて提供している。 

そして，当事会社グループや一部の主要な媒体社は，基本的には自社（媒

3 「検索連動型広告」とは，広告主・広告代理店が事前に登録した特定の検索ワードを閲覧者
が検索エンジンで検索した場合に，検索結果画面に検索結果とともに表示される検索ワードに
関連した広告のことである。 
4 「ディスプレイ広告」とは，検索連動型広告以外の広告であって，パソコン，スマートフォ
ン，ガラケー（フィーチャーフォン）等で消費者がウェブサイトを閲覧し又はアプリを使用する
際に表示される画面上の一部に表示される広告のことである（動画広告，バナー広告，テキスト
広告等といった種類がある。）。 
5 「ディスプレイ広告（運用型）」とは，ディスプレイ広告のうち，広告を閲覧する消費者の属
性（性別，居住地域，興味関心等）に基づき，当該消費者をターゲットとして表示する広告のこ
とである。 
6 「ディスプレイ広告（予約型）」とは，ディスプレイ広告のうち，広告枠を期間や時間帯など
一定の条件で事前に買い切る形で，不特定多数の消費者に対して表示する広告のことである。 
7 「ディスプレイ広告（予約型）」の中にも，一定のユーザーに対してのみ表示させることを条
件とするなど，ある種の「ターゲティング」を行うものが存在する。また，逆に「ディスプレイ
広告（運用型）」の中にも「ターゲティング」を行っていないものも存在する。 
8 アドネットワーク，デマンドサイドプラットフォーム（ＤＳＰ）やサプライサイドプラット
フォーム（ＳＳＰ）等のサービスが存在する。 
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体社）のデジタル広告枠に広告を出稿するためのサービスとして，複数の

アドテクノロジー・サービスを組み合わせて広告主・広告代理店と媒体社

との仲介を単独で完結して行うことのできるサービスを提供している（以

下，このようなサービスを「特定デジタル広告仲介事業」という。）。こ

れに対し，その他のデジタル広告仲介事業は，基本的には広告主・広告代

理店と媒体社との間の仲介サービスの一部を担うものであり，複数の事業

者が提供するデジタル広告仲介サービスと組み合わされることによって

仲介が完結することが多い。また，特定デジタル広告仲介事業者の中には

自社が保有するデジタル広告枠との仲介を自社の特定デジタル広告仲介

サービスを介してしか提供しない者も存在し，この場合，その他のデジタ

ル広告仲介事業者は当該デジタル広告枠との仲介サービスを提供するこ

とが困難であるという現状がある。 

(3) 当事会社グループの提供するサービス 

デジタル広告事業 

ＺＨＤグループは，「Ｙａｈｏｏ！ＪＡＰＡＮ」といったポータルサ

イト，「Ｙａｈｏｏ！ニュース」や「Ｙａｈｏｏ！天気・災害」等の各

コンテンツメディアに設定された広告枠を，また，ＳＢＫグループは，

アイティメディア株式会社の「ＩＴｍｅｄｉａ」というポータルサイト

等に設定された広告枠を広告主・広告代理店に販売している。さらに，

ＬＩＮＥグループは，「ＬＩＮＥ」というメッセンジャーアプリ等に設

定された広告枠を広告主・広告代理店に販売している。 

なお，当事会社グループは，テレビ広告，新聞・雑誌広告等の広告事

業を営んでいない。 

特定デジタル広告仲介事業 

ＺＨＤグループ，ＳＢＫグループ及びＬＩＮＥグループは，いずれも

特定デジタル広告仲介サービスを媒体社及び広告主・広告代理店の双方

に提供している。 

一定の取引分野 

(1) 広告事業 

役務範囲 

「デジタル広告事業」と「デジタル広告事業以外の広告事業（テレ

ビ広告・新聞雑誌等の広告事業）」との代替性 

需要の代替性 
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需要者である広告主・広告代理店に対するヒアリングによれば，

デジタル広告は，「デジタル広告以外の広告（テレビ広告・新聞雑

誌等の広告）と比較して，ユーザー情報や検索キーワードに基づく

ターゲティングが容易であり，また，消費者に広告が表示された回

数や消費者が広告をクリックした回数，消費者が成約（コンバージ

ョン）に至った件数等を測定できるという点が異なる」とのことで

あった。このような事情を踏まえると，広告主・広告代理店は，「デ

ジタル広告」を「テレビ広告・新聞広告等のその他の広告」とは異

なる用途・目的を有するものと認識してある程度使い分けていると

考えられる。 

したがって，「デジタル広告事業」と「デジタル広告事業以外の広

告事業（テレビ広告・新聞雑誌等の広告事業）」との間の需要の代

替性は限定的である。 

供給の代替性 

供給者である媒体社は，例えば，テレビ広告枠を販売しているの

はテレビ放送事業者，新聞広告枠を販売しているのは新聞事業者な

ど，その広告媒体ごとに事業者の種類が異なる。また，事業者の中

には複数の広告媒体を有している媒体社も存在するものの，デジタ

ル広告事業又はデジタル広告事業以外の広告事業を中心に行ってい

る事業者が，他方の広告事業に転換するためには，大きくビジネス

モデルを変更する必要があり，そのための多大な追加的コストやリ

スクを負うことなく，他方の事業に切り替えることは困難である。 

したがって，「デジタル広告事業」と「デジタル広告事業以外の広

告事業（テレビ広告・新聞雑誌等の広告事業）」との間の供給の代

替性は認められない。 

小括 

以上のことから，本件では「デジタル広告事業」と「デジタル広

告事業以外の広告事業（テレビ広告・新聞雑誌等の広告事業）」を

異なる役務範囲として画定した。 

「検索連動型広告事業」と「検索連動型広告以外のデジタル広告事

業（ディスプレイ広告（運用型）事業，ディスプレイ広告（予約型）

事業及びメッセージ型広告事業等）」との代替性 

需要の代替性 
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検索連動型広告は，前記１(1)のとおり，消費者が検索エンジンで

特定の検索ワードを検索した場合にその検索結果画面に表示される

広告である。需要者である広告主・広告代理店に対するヒアリング

によれば，「消費者は，その検索結果に関心を有しているため，そ

の検索結果画面に表示される広告にも関心を持ちやすく広告の対象

である商品や役務を購入しやすい傾向にある。そのため，検索連動

型広告を消費者の関心に沿った商品・役務を紹介するために利用し

ている」とのことであった。 

他方で，検索連動型広告以外のデジタル広告（ディスプレイ広告

（運用型），ディスプレイ広告（予約型）及びメッセージ型広告等

を指す。以下「非検索連動型広告」という。）については，需要者で

ある広告主・広告代理店に対するヒアリングによれば，「消費者は，

その表示される画面に関心を有して閲覧する場合もあるが，受動的

に画面を閲覧する場合もある。そのため，非検索連動型広告を，新

商品の宣伝といった消費者への認知を広めるために利用している」

とのことであった。 

このように，広告主・広告代理店は，検索連動型広告を購入を促

すための広告として認識している一方，非検索連動型広告を商品を

認知させるための広告として認識している点を踏まえると，「検索

連動型広告」を「非検索連動型広告」とは異なる用途・目的を有す

るものと認識してある程度使い分けていると考えられる。 

したがって，「検索連動型広告事業」と「非検索連動型広告事業」

との間の需要の代替性は限定的である。 

供給の代替性 

検索連動型広告事業においては，検索連動型広告システムを保有

している者又は検索連動型広告システム保有者からライセンスを受

けて当該システムを利用して広告枠を販売している者が媒体社とな

り得る。そのため，供給者としての媒体社は，「非検索連動型広告

事業」から「検索連動型広告事業」に事業を転換するためには検索

連動型広告システムを構築する又はライセンスを受けるための多大

なコストが必要となる。 

したがって，「検索連動型広告事業」と「非検索連動型広告事業」

との間の供給の代替性は認められない。 

小括 
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以上のことから，「検索連動型広告事業」と「非検索連動型広告

事業」を異なる役務範囲として画定した。 

「非検索連動型広告事業」のうち，「ディスプレイ広告（運用型）

事業」，「ディスプレイ広告（予約型）事業」及び「メッセージ型広

告事業」の間における代替性 

需要の代替性 

ディスプレイ広告（運用型）は，広告媒体を閲覧する消費者の属

性（性別，居住地域，興味関心等）に基づき，当該消費者をターゲッ

トとして広告を表示できる。また，ディスプレイ広告（予約型）は，

一般的には，広告媒体を閲覧した消費者の属性に関係なく，不特定

多数の消費者に対して広告が表示される。しかし，需要者である広

告主は，ディスプレイ広告（予約型）であっても，特定の業界に強

い広告代理店を通じて広告を出稿することによって，ある程度特定

の消費者層にターゲティングをすることも可能である。 

さらに，メッセージ型広告は，配信されるメールの本文やヘッダ

ー等に広告を挿入する「メールマガジン」形態や，メールアドレス

やメッセージアプリ上に開設したアカウントを有している消費者に

対して直接メッセージを送付する「ダイレクトメール」形態がある。

需要者である広告主・広告代理店に対するヒアリングによれば，「消

費者は，メールの配信について事前に会員登録をしたり，ある商品・

サービス等のアカウントをフォローしたりなどしている。そのため，

いずれの形態でも，広告の内容にある程度の関心を持つ消費者に対

して広告を表示することができる」とのことであった。 

そのため，ディスプレイ広告（運用型），ディスプレイ広告（予約

型）及びメッセージ型広告は一定の層に属する消費者に対して効率

的に商品やサービスの広告を展開できる点では同じような効用を得

ることが可能となる。 

したがって，「ディスプレイ広告（運用型）事業」，「ディスプレ

イ広告（予約型）事業」及び「メッセージ型広告事業」の間には需要

の代替性が一定程度認められる。 

供給の代替性 

「ディスプレイ広告（運用型）」，「ディスプレイ広告（予約型）」

を供給している媒体社は，自社のウェブサイトを設立した上で，そ

のウェブサイト上で表示される広告枠を販売している。他方で，「メ
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ッセージ型広告」を供給している媒体社は，消費者間で相互にコミ

ュニケーションを取ることができるメッセージアプリやメール配信

システムを構築した上で，そのメールやメッセージ上で表示される

広告枠を販売している。そのため，供給者としての媒体社は，「デ

ィスプレイ広告（運用型）事業」，「ディスプレイ広告（予約型）事

業」及び「メッセージ型広告事業」間でそれぞれ事業を転換するた

めには，広告枠を販売できるような集客力の高いウェブサイトを構

築するコスト・ノウハウやメッセージを配信するシステムを構築す

るコストが必要となる。 

したがって，少なくとも，「ディスプレイ広告（運用型）事業」及

び「ディスプレイ広告（予約型）事業」と「メッセージ型広告事業」

の間における供給の代替性は限定的である。 

小括 

以上のとおり，「ディスプレイ広告（運用型）事業」，「ディスプ

レイ広告（予約型）事業」，「メッセージ型広告事業」の間において

は需要の代替性が一定程度認められるものの，供給の代替性が限定

的であり，これらの事業を異なる役務範囲と画定することも可能で

ある。 

しかしながら，ＬＩＮＥグループにおいては，デジタル広告事業

に係る売上高のうちメッセージ型広告事業が主要なサービスの一つ

となっている。他方で，ＺＨＤグループ及びＳＢＫグループのうち

デジタル広告事業は主にＺＨＤグループが展開しているところ，Ｚ

ＨＤグループのメッセージ型広告事業の売上高は僅少であって，「デ

ィスプレイ広告（運用型）」，「ディスプレイ広告（予約型）」が主

要なサービスの一つとなっている。これらの当事会社グループの主

要なサービスを競合するものとして慎重な審査を行うために，「デ

ィスプレイ広告（運用型）事業」，「ディスプレイ広告（予約型）事

業」と「メッセージ型広告事業」を同じ役務範囲（「非検索連動型広

告事業」）として画定した。 

以上のことから，本件の役務範囲を「非検索連動型広告事業」とし

て画定した。 

地理的範囲 

「非検索連動型広告事業」は，インターネットサービスに表示される
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広告枠を販売する事業である。そのため，媒体社は，広告主・広告代理

店の所在地にかかわらず，日本全国において広告枠を販売することが可

能であり，また，地域による価格差もない。したがって，本件の地理的

範囲を「日本全国」として画定した9。 

(2) デジタル広告仲介事業 

デジタル広告仲介サービスを提供する事業者は，広告主・広告代理店と

媒体社という２つの異なる需要者層に対してサービスを提供しており，そ

の役務範囲については，広告主・広告代理店を需要者とする役務範囲及び

媒体社を需要者とする役務範囲の両方の画定及び検討が必要となる。 

役務範囲 

広告主・広告代理店を需要者とする「特定デジタル広告仲介事業」

と「特定デジタル広告仲介事業以外のデジタル広告仲介事業」との間

の代替性 

需要の代替性 

前記１(2)のとおり，需要者である広告主・広告代理店にとって，

特定デジタル広告仲介事業は広告主・広告代理店と媒体社の仲介を

単独で完結して行うことができる。他方で，その他のデジタル広告仲

介事業は，単独では特定デジタル広告仲介事業のサービスの一部を

担うことができるにすぎず，また，特定デジタル広告仲介事業者の中

には自社が保有する広告媒体との仲介を自社の特定デジタル広告仲

介サービスを介してしか提供しない者も存在することから，需要の

代替性は限定的である。 

供給の代替性 

前記１(2)のとおり，特定デジタル広告仲介事業以外のデジタル広

告仲介事業は，単独では特定デジタル広告仲介事業の一部を担うこ

とができるにすぎないため，多大な追加的コストやリスクを負うこ

となくその事業を特定デジタル広告仲介事業に切り替えることは困

難と考えられることから，供給の代替性は限定的である。 

小括 

9 インターネットサービスにより表示される広告枠の販売であることから，世界中のどこから
でも取引がなされる可能性はあるが，広告に使用される言語上の制約を踏まえると，本件にお
いて世界市場を観念する必要はないと考えられる。 
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以上のとおり，広告主・広告代理店を需要者とする場合，「特定デ

ジタル広告仲介事業」と「特定デジタル広告仲介事業以外のデジタル

広告仲介事業」との間には需要及び供給の代替性が限定的であるこ

とから，本件の役務範囲を「特定デジタル広告仲介事業」と画定した。 

媒体社を需要者とする「特定デジタル広告仲介事業」と「特定デジ

タル広告仲介事業以外のデジタル広告仲介事業」との代替性 

需要の代替性 

前記(ｱ)aと同様に，需要者である媒体社にとって，「特定デジタ

ル広告仲介事業」と「特定デジタル広告仲介事業以外のデジタル広

告仲介事業」との間の需要の代替性は限定的である。 

供給の代替性 

前記(ｱ)bと同様に，供給者であるデジタル広告仲介事業者にとっ

て，「特定デジタル広告仲介事業」と「特定デジタル広告仲介事業

以外のデジタル広告仲介事業」との間の供給の代替性は限定的であ

る。 
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小括 

以上のとおり，媒体社を需要者とする場合，「特定デジタル広告

仲介事業」と「特定デジタル広告仲介事業以外のデジタル広告仲介

事業」との間には需要及び供給の代替性が限定的であることから，

本件の役務範囲を「特定デジタル広告仲介事業」と画定した。 

地理的範囲 

特定デジタル広告仲介事業者は，需要者である広告主・広告代理店及

び媒体社の所在地にかかわらず，日本全国においてデジタル広告枠の仲

介を行うことが可能であり，地域による価格差もない。したがって，本

件の特定デジタル広告仲介事業の地理的範囲をそれぞれ「日本全国」と

して画定した10。 

一定の取引分野におけるセーフハーバー基準の該当性 

(1) 企業結合の類型 

当事会社グループがいずれも非検索連動型広告事業を営んでおり，競争

関係にあることから，本件は，非検索連動型広告事業において水平型企業

結合に該当する。 

また，当事会社グループは，いずれも広告主・広告代理店及び媒体社の

双方を需要者とした特定デジタル広告仲介事業を営んでおり，競争関係に

あることから，本件は，水平型企業結合に該当する11。 

(2) 水平型企業結合のセーフハーバー基準の該当性 

非検索連動型広告事業 

非検索連動型広告事業に係る市場規模を把握できないため，非検索連

動型広告事業における当事会社グループのシェアは不明である。したが

って，セーフハーバー基準に該当しないものとして，本件行為が競争を

実質的に制限することとなるかを後記４で検討する。 

10 前記(1)イの非検索連動型広告事業と同様，広告に使用される言語上の制約を踏まえると，本
件において世界市場を観念する必要はないと考えられる。 
11 なお，本件は，媒体社を需要者とする特定デジタル広告仲介事業を川上市場，非検索連動型
広告事業を川下市場とする垂直型企業結合にも該当する。しかし，後記４で検討するように，ど
ちらの市場にも，有力な競争事業者が存在すること，特定デジタル広告仲介事業の統合後の当事
会社グループの売上高の増分が僅少であることなどから，本件行為によって，投入物閉鎖及び顧
客閉鎖が生ずるおそれはないと考えられる。そのため，詳細な検討を省略する。 
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特定デジタル広告仲介事業 

非検索連動型広告事業と同様に，広告主・広告代理店及び媒体社を需

要者とした特定デジタル広告仲介事業における市場規模をそれぞれで

把握することができないため，当該特定デジタル広告仲介事業における

当事会社グループのシェアはそれぞれ不明である。したがって，セーフ

ハーバー基準に該当しないものとして，本件行為が競争を実質的に制限

することとなるかを後記４で検討する。 

競争の実質的制限の検討 

(1) 当事会社グループ及び競争事業者の地位等 

非検索連動型広告事業 

非検索連動型広告事業に係る市場規模は不明であるものの，株式会社

電通等が作成した「２０１８年 日本の広告費 インターネット広告媒

体費 詳細分析」のうち検索連動型広告を除外したインターネット広告

媒体費の市場シェアを勘案する上での一つの参考としても，本件一定の

取引分野での当事会社グループの合算シェアが高いとはいえない。 

また，非検索連動型広告事業には，当事会社グループの他に有力な競

争事業者が存在する。特に，一部の競争事業者は，消費者に認知度の高

い動画共有サイトやＳＮＳサイト，写真投稿サイトなど様々な非検索連

動型広告媒体を有している。そして，需要者である広告主・広告代理店

へのヒアリングによれば，「当事会社グループ以外の競争事業者の有す

る広告枠にデジタル広告を出稿する取引割合が多い」とのことであった。 

さらに，非検索連動型広告事業においては，製造業と異なり，サービ

ス提供に当たって設備能力に大きく依存することはなく，デジタル広告

枠を細分化したり，デジタル広告媒体自体を増加させたりすることが比

較的容易である。また，そのデジタル広告枠の上限も存在しない。その

ため，仮に本件行為によって当事会社グループがデジタル広告枠の値上

げを実施したとしても，需要者である広告主・広告代理店は，十分な供

給余力を有している他の有力な競争事業者と取引を行うことができる。 

広告主・広告代理店及び媒体社の双方を需要者とする特定デジタル

広告仲介事業 

非検索連動型広告事業と同様に，特定デジタル広告仲介事業において

も，当事会社グループの他に有力な競争事業者が複数存在する。需要者

である広告主・広告代理店及び媒体社へのヒアリングによれば，消費者

に認知度の高い広告媒体を有する事業者が特定デジタル広告仲介サー
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ビスも提供する場合，需要者である広告主・広告代理店や媒体社の多く

は，当該特定デジタル広告仲介サービスを利用することになるため，デ

ジタル広告仲介事業においてもその事業者は高い地位にあるといわれ

ている。 

また，当事会社グループの特定デジタル広告仲介事業に係る平成３０

年度の売上規模を加味すれば，本件行為による当事会社グループのシェ

アの増分は僅少となると考えられる。 

さらに，特定デジタル広告仲介事業は，製造業と異なり，サービス提

供に当たって設備能力に大きく依存することはない。また，特定デジタ

ル広告仲介事業者は，広告主・広告代理店数又は媒体社数が増加した場

合を想定したシステムのメンテナンスを行っている。そのため，仮に本

件行為によって当事会社グループがデジタル広告仲介サービスの手数

料の値上げを実施したとしても，需要者である広告主・広告代理店又は

媒体社は，十分な供給余力を有している他の有力な競争事業者と取引を

行うことができる。 

(2) 当事会社グループの有するデータの競争上の評価について12

当事会社グループが行うデジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介

事業においては，当事会社グループそれぞれが提供するプラットフォーム

サービスの共通ＩＤに係る情報（性別，電話番号等13）や，当事会社グル

ープの検索事業やＥコマース事業等の他の事業活動を通じて得た消費者

の検索履歴や購買行動に関する情報等のデータが用いられることがある。

この点に関し，競争事業者へのヒアリングにおいて，本件行為後，当事会

社グループがこれらの共通ＩＤに係る情報や他の事業活動を通じて得た

データをデジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業に利用するこ

とが可能となることにより，当事会社グループの事業能力が向上するので

はないかという懸念が寄せられた。 

当事会社グループが入手するデータの種類について 

前記のとおり，当事会社グループがデジタル広告事業及び特定デジタ

ル広告仲介事業以外の事業活動を通じて入手することのできるデータ

12 デジタル広告事業は，デジタル広告枠を販売する事業であり，データの集積による事業能力
の向上の問題としては，ターゲティング広告の運用を行っている特定デジタル広告仲介事業を
中心として検討することも可能であるが，当事会社グループが販売する広告枠への広告の出稿
は，通常，当事会社グループが行う特定デジタル広告仲介事業を介して行われることが多いこ
とから，デジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業を併せて評価することとした。 
13 ユーザーが任意で提供する場合も含む。以下同じ。
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（以下「他事業データ」という。）には，共通ＩＤに係る情報，検索履

歴，Ｅコマース利用者のショッピング履歴等がある。しかしながら，こ

れらの他事業データについては，デジタル広告事業及び特定デジタル広

告仲介事業における有力な競争事業者が入手することのできる他事業

データ（例えば，大手検索ポータルサイトにおける検索履歴，ＳＮＳに

おけるユーザープロフィール，大手ショッピングモールにおけるショッ

ピング履歴等）と比較した場合に，当事会社グループの提供するサービ

スの利用を通じてでなければ入手することのできない特異性のあるデ

ータであると認められず，また，デジタル広告事業及び特定デジタル広

告仲介事業における競争に大きな影響を与えるようなデータであると

は認められない。 

当事会社グループが入手するデータの量・範囲について 

当事会社グループが入手することのできる他事業データの量ないし

範囲について，これを定量的に把握することは困難であるが，当事会社

グループがデジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業以外の各

事業の分野において有する地位と競争事業者がデジタル広告事業及び

特定デジタル広告仲介事業以外の各事業（例えば，検索事業や動画共有

サイト運営事業，ＳＮＳサイト運営や写真投稿サイト運営事業等）の分

野において有する地位をともに勘案すれば，当事会社グループが入手す

ることのできる他事業データの量ないし範囲が，競争事業者が入手する

ことのできる他事業データの量ないし範囲と比べて，当事会社グループ

に競争上優位な立場をもたらすほど量が多い又は範囲が広いものであ

るとは考えられない。 

また，本件では，特に，当事会社グループの「Ｙａｈｏｏ！ＪＡＰＡ

Ｎ」及び「ＬＩＮＥ」のコンテンツを利用する利用者が日本国内で多数

存在することから，これらの共通ＩＤに係る情報を集積することで事業

能力を大幅に向上させることが可能となるのではないかという懸念が

挙げられる。 

しかし，①前記アのとおり，共通ＩＤに係る情報は性別や電話番号等

の基本情報であって，当事会社グループが入手するデータの種類として

は，当事会社グループの提供するサービスの利用を通じてでなければ入

手することのできない特異性のあるデータであるとは認められず，また，

デジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業における競争に大き

な影響を与えるようなデータであるとも認められないこと，②両サービ

スの利用者層にはかなりの範囲で重複があると考えられること，③当事
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会社グループによれば，両社が現在保有しているデータのフォーマット

は事業ごと・会社ごとに最適化されており異なる形式となっているため，

異なるフォーマットのデータを統合することは技術的に極めて困難で

あるとしていること等14を考慮すると，当該懸念を踏まえても，当事会

社グループに競争上優位な立場をもたらすほど量が多い又は範囲が広

いものであるとは考えられない。 

当事会社グループが入手するデータの収集頻度について 

当事会社グループが入手することのできる他事業データは，各事業に

係るサービスの利用者が当該サービスを利用する都度，収集されること

となる。しかし，前記イと同様，その収集頻度は，競争事業者における

他事業データの収集頻度と比べて，当事会社グループに競争上優位な立

場をもたらすほど高いものであるとは考えられない。 

他方当事会社グループのデジタル広告事業及び特定デジタル広告仲

介事業に係るサービス等の向上への関連性 

ＬＩＮＥグループが行っているコミュニケーション事業は，月間利用

者数約８４００万人以上という国内トップクラスの利用者を有する。そ

して，ＺＨＤグループは，本件行為によって，このＬＩＮＥグループが

コミュニケーション事業を通じて入手・保有しているデータ（利用者の

メッセージのテキストデータ等）を新たに入手することが可能となる。

その結果，当事会社グループのデジタル広告事業及び特定デジタル広告

仲介事業における競争上の地位に大きな影響を与えるか否かが問題と

なり得る。しかしながら，ＬＩＮＥグループが入手・保有しているユー

ザー間の通信内容には，電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）上

の通信の秘密による保護が及ぶため，法令が許容する例外的場合を除い

て，ＬＩＮＥグループ自身においても閲覧・利用することはできない。

そのため，このようなデータの入手が当事会社グループのデジタル広告

事業及び特定デジタル広告仲介事業における競争上の地位に大きな影

響を与えることにはならない。 

その他の事情 

14 専門家ヒアリングによれば，ターゲティングの質として，データの規模は一定程度の規模は
必要であるものの，質の高いターゲティングは一定程度の規模があれば十分に可能であって，そ
れ以上にデータが多く集まれば集まるほどターゲティングの質が大きく向上するようなもので
はないという意見も挙げられている。 
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当事会社グループは，本件行為以前でも自身が行ってきたデジタル広

告事業及び特定デジタル広告仲介事業を行うに当たり，それぞれが有す

る他事業データを用いることが可能な立場にあった。しかしながら，デ

ジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業においては，当事会社グ

ループの他にも有力な事業者が複数存在している。このことからすれば，

当事会社グループは，自らが保有する他事業データをデジタル広告事業

及び特定デジタル広告仲介事業の競争に大きな影響を与えるほどに有

利に用いるには至っていないと考えられる。 

また，他事業で入手した情報を利用する場合には，前記エで述べた以

外にも，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）等の

規制によって，その活用が制限されており，ＩｏＴ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ

 ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ）によるデジタル化の進展などを背景として個人

情報やプライバシー情報の重要性が再認識されている現在の状況にお

いては，引き続き厳格な保護・管理体制が求められると考えられる。 

小括 

上記のような事情を踏まえると，当事会社グループは，現在ともにデ

ジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業を行っているほか，それ

ぞれデジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業以外の他の事業

も各種行っているが，他事業から入手したデータを考慮しても，競争圧

力が有効に働かなくなるほどに当事会社グループの事業能力が向上す

ることはないと考えられる。 

(3) 間接ネットワーク効果の存在について 

当事会社グループは，ニュース記事，マンガ，動画，ゲーム配信等とい

った様々なコンテンツを通じて，広告枠を広告主・広告代理店に販売して

いる。当事会社グループの各コンテンツを利用する者の数が増えれば増え

るほど，当該利用者が広告を閲覧する機会も増えるため当事会社グループ

のデジタル広告事業の魅力は増加することになる。また，当事会社グルー

プが販売する広告枠への広告の出稿は，通常，当事会社グループが行う特

定デジタル広告仲介事業を介して行われることが多いことから，当事会社

グループの特定デジタル広告仲介事業に対するニーズも増加することに

なる。このことから，各コンテンツ事業とデジタル広告事業及び特定デジ

タル広告仲介事業との間には，間接ネットワーク効果が働いているといえ

る。 

そのため，各コンテンツ配信事業それぞれを一定の取引分野として本件
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行為の影響をみた場合に競争の実質的制限が生じない場合であっても，当

事会社グループで競合する，広告事業と関連した複数のコンテンツサービ

スが本件行為によって統合されることに伴い，当事会社グループのデジタ

ル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業における事業能力が向上し，競

争上の地位に影響を与えるおそれがある。したがって，デジタル広告事業

及び特定デジタル広告仲介事業における競争上の影響を検討するに当た

っては，多面的な間接ネットワーク効果の存在を踏まえることが適切であ

る。 

前記(1)で述べた有力な競争事業者が有するデジタル広告事業及び特定

デジタル広告仲介事業以外のサービス（動画共有サイト，ＳＮＳサイト，

写真投稿サイト等）は，いずれも，当事会社グループの有するコンテンツ

配信事業と同様に，デジタル広告事業及び特定デジタル広告仲介事業に対

する間接ネットワーク効果が働く有力なサービスであると考えられる。そ

のため，少なくとも，当事会社グループの有する各コンテンツ配信事業が

統合された場合に生ずる間接ネットワーク効果が，これら競争事業者の提

供する有力なサービスが有する間接ネットワーク効果を凌駕するほどに

強い間接ネットワーク効果を有するものであると判断すべき材料はない。 

したがって，本件では，上記のような多面的な間接ネットワーク効果を

加味したとしても，前記(1)及び(2)に記載のとおり，有力な競争事業者が

存在することによる競争圧力の強さ等に係る評価を弱める事情があると

はいえないと考えられる。 

(4) 結論 

以上のことから，本件行為により，当事会社グループが，単独行動又は

協調的行動によって，非検索連動型広告事業並びに広告主・広告代理店及

び媒体社の双方を需要者とする特定デジタル広告仲介事業において，競争

を実質的に制限することとなるとはいえない。 

第６ コード決済事業 

キャッシュレス決済及び当事会社グループの提供するサービスの概要 

キャッシュレス決済とは，物理的な現金（紙幣・硬貨）以外の決済手段を

利用して決済を行うことをいい，①クレジットカード決済，②デビットカー

ド決済，③カード型電子マネー決済15，④モバイル型電子マネー決済，⑤コ

ード決済等に大別される（各種キャッシュレス決済サービスの主要な特徴は

15 電子マネーとは，一般的に，利用する前にチャージを行うプリペイド方式の電子的な決済手
段を指す（日本銀行ＨＰより）。 
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【表１】参照）。 

これらのキャッシュレス決済サービスのうち，ＳＢＫ・ＺＨＤグループに

おいては，「ＰａｙＰａｙ」を提供している。また，ＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥ

グループにおいては，「ＬＩＮＥ Ｐａｙ」を提供している。これらのサー

ビスは⑤コード決済サービスに位置付けられることから，以下ではコード決

済事業について詳細に記載する。 

  【表１】各種キャッシュレス決済サービスの概要一覧 

サービス名 サービスの主な概要 
主な特徴 

支払形態 支払方法 支払時期 

① クレジットカード

決済 

購入者の信用力によって後

払いが可能になるキャッシ

ュレス決済方法。クレジッ

トカード決済の利用にあた

っては，事前にクレジット

カード会社の与信審査に通

る必要がある。 

カード型 スワイプ方式等16 後払い 

② デビットカード 

決済 

決済と同時に購入者の銀行

口座から引き落とし（即時

決済）がされる決済方法。 
カード型 スワイプ方式等 決済と同時

③ カード型電子 

マネー決済  

ＩＣカード等に記録された

消費者の決済情報を非接触

型読取機に読み取らせるこ

とにより行う決済方法。 

カード型 非接触方式17
プリペイド

方式18

④ モバイル型電子 

マネー決済 

スマートフォンのアプリケ

ーション上に記録された消

費者の決済情報を非接触端

型読取機に読み取らせるこ

とにより行う決済方法。 

モバイル型 非接触方式 

プリペイド

方式 

又は 

後払い 

⑤ コード決済 
下記２のとおり モバイル型 コード方式 

プリペイド

方式 

又は 

16 磁気ストライプ又は磁気カード等に貼付されたＩＣチップを端末の読取り部に接触させて
磁気ストライプ又はＩＣチップに記録された消費者の決済情報の読取りを行うことにより決済
を行う方式 
17 ＮＦＣと呼ばれる近距離通信の技術を用いることにより電子的にタッチによる決済が可能
な機器（以下「非接触型読取機器」という。）に磁気カード等（主としてＩＣカード）又はスマ
ートフォンのアプリケーション上に記録された消費者の決済情報を読み取らせることにより決
済を行う方式 
18 先に現金により又は銀行口座やクレジットカードからの入金により積み立てた残高を利用
し，商品やサービスを購入する方式 



２４ 

後払い 

※主要な特徴を示したものである。 

コード決済サービスの概要 

コード決済サービスとは，スマートフォン上の決済アプリを利用してバー

コード又はＱＲコード（以下単に「コード」という。）の形式で記録された

消費者の決済情報を電子的に読み取ることにより決済を行う手段を消費者

及び加盟店に提供するサービスをいう19。 

コード決済サービスの利用方法としては，①加盟店が提示したコードを消

費者が自らのスマートフォンで読み取ることにより決済を行う方法（店舗提

示方式〔ＭＰＭ：Ｍｅｒｃｈａｎｔ－Ｐｒｅｓｅｎｔｅｄ Ｍｏｄｅ〕）又

は②消費者がスマートフォンの決済アプリ上の画面で提示したコードを加

盟店がコードリーダー等でスキャンして読み取る方法（利用者提示方式〔Ｃ

ＰＭ：Ｃｏｎｓｕｍｅｒ－Ｐｒｅｓｅｎｔｅｄ Ｍｏｄｅ〕）がある。両者

の特徴として，①店舗提示方式の場合には，コードを表示した板紙等を店舗

に設置するのみで足りるため，初期費用が掛からないことが多く20，中小規

模の店舗に比較的多く利用されているのに対し，②利用者提示方式の場合に

は，ＰＯＳシステムなどの改修が必要な場合があることから，コンビニエン

スストアや大手チェーン店などで利用されることが多い。 

店舗提示方式 

（ＭＰＭ ： 

 Ｍｅｒｃｈａｎ

ｔ－Ｐｒｅｓｅｎ

ｔｅｄ Ｍｏｄｅ）

加盟店が提示したコードを利用者が自

らのスマートフォンで読み取る方式。 

加盟店が提示したコードに決済金額の

情報が含まれるもの（動的コード），利用

者が加盟店店頭のコードを読み取り，金

額を入力することで決済を行うもの（静

的コード）が存在する。 

利用者提示方式 

（ＣＰＭ ： 

 Ｃｏｎｓｕｍｅ

ｒ－Ｐｒｅｓｅｎ

ｔｅｄ Ｍｏｄｅ）

利用者が自らのスマートフォンの決済

アプリ上にコードを表示させ，これをコ

ード決済事業者の加盟店がコードリーダ

ー等でスキャンして読み取る方式。 

19 オンライン決済で使用できるサービスもある。 
20 店舗提示方式の場合であっても，動的コード方式の場合には，加盟店においてＱＲコードを
作成するタブレット等の機器が必要となるため，当該機器等を有しない事業者は一定の初期費
用を要することとなる。 
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コード決済サービスを巡る市場の状況 

コード決済サービスに係る市場規模は，平成３０年の約１５００億円から

令和元年には３倍以上の約５０００億円へと急激に成長しており，令和７年

には９．７兆円に達するとする予測もある21など，今後も大きく増加してい

くことが見込まれている。また，我が国における民間最終消費支出に占める

コード決済支払額の割合をみても，平成３０年の０．０５％から令和元年に

は０．３１％へと，１年で約６倍に伸びている22。これらの事情を踏まえる

と，コード決済サービスを巡る競争環境は数年で急激に変化する可能性があ

るといえる。 

一定の取引分野 

(1) 需要者層が複数存在する場合の一定の取引分野の画定について 

コード決済サービスを提供する事業者は，消費者と加盟店という２つの

異なる需要者層に対してサービスを提供しており23，その役務範囲につい

ては，消費者を需要者とする役務範囲及び加盟店を需要者とする役務範囲

の両方の画定及び検討が必要となる。 

役務範囲 

消費者を需要者としたコード決済事業 

需要の代替性 

当事会社グループが取得した民間のリサーチデータ24や当事会社

が所有するデータ等を用い，当事会社グループにおいて集計・加工・

分析を行った上で，当委員会に提出されたデータ（以下「本件提出

データ」という。）によれば，消費者が用いるコード決済以外のキ

ャッシュレス決済手段としては，クレジットカードの利用が大半を

占めている25。 

21 カード・ウェーブ「電子決済総覧２０１９－２０２０」 
22 経済産業省「キャッシュレス決済の中小店舗への更なる普及促進に向けた環境整備検討会」
第二回資料（令和２年６月２３日）。また，加盟店ヒアリングにおいても，導入当初のコード決
済比率と比較して１年間で２倍程度まで成長しているとの話もあった。 
23 コード決済事業は，コード決済サービス提供事業者が，①消費者に対して無料でキャッシュ
レス決済手段（コード決済）を提供する取引（消費者を需要者とする取引），及び，②加盟店手
数料を徴収して加盟店に対してキャッシュレス決済手段（コード決済）を提供する取引（加盟店
を需要者とする取引）という２つの取引から成り立っている。 
24 当該データは，１５～５９歳（一部６０代以上も含む）の男女約３万人を対象として，日々
の個別の家計データを追跡した調査から得られたものである。取得したデータに含まれる商品
カテゴリーは，「食品・日用品」「外食」「家電」「美容・健康・医療衛生」及び「衣服・ファッシ
ョン」であり，一般消費者が日常的に購買する分野を幅広く含めたものとなっている。 
25 本件提出データによれば，キャッシュレス決済手段に占めるクレジットカードの割合は，令
和元年１０月時点で支払金額ベースでは５９％，支払回数ベースでも３５％となっている。 
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消費者を需要者としたコード決済事業では，消費者はコード決済

サービスを無料で利用することができるが，クレジットカードの場

合には一定の年会費が徴収されることもあるという違いがあり，ま

た，クレジットカードには入会時に与信審査が必要である点も異な

る。さらに，本件提出データによれば，クレジットカードはコード

決済と比較してより高額の支払に利用されることが多く（【図１】

参照。），消費者は支払金額に応じてある程度両者の使い分けを行

っていることが認められる26。これらのことから，コード決済とクレ

ジットカード決済との需要の代替性は限定的であると考えられる。 

【図１】合計決済額に占める少額決済（２０００円以下）の割合27 28

他方，コード決済サービスとクレジットカード以外のキャッシュ

レス決済サービス（カード型電子マネー決済等）についてみると，

例えばコード決済ではスマートフォン等の決済アプリで支払を行う

のに対し，カード型電子マネーでは支払に際しカードが必要となる

などといった相違は存在するものの，消費者が基本的に無料で使用

することができる点や決済手段として用いられる際の決済金額の水

準（クレジットカードと比較するとより少額の決済において用いら

れる。）という点も共通している。このため，コード決済サービス

26 この傾向については，加盟店ヒアリングによっても確認された。 
27 決済手段ごとに，（各決済手段により２０００円以下の決済が行われた決済額）／（各決済手
段により決済が行われた合計決済額）という割合を計算したもの。 
28 本件提出データに基づき公正取引委員会作成。 
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とクレジットカード以外のキャッシュレス決済サービスとの需要の

代替性は一定程度認められると考えられる。 

供給の代替性 

コード決済事業で提供するサービスとそれ以外のキャッシュレス

決済事業で提供するサービスは，決済データの読み取り方法や決済

システムが大きく異なっており，供給の代替性は限定的である。 

小括 

以上に加えて，当事会社グループはいずれもコード決済事業で競

合していること，また，当事会社グループの内部資料によれば，当

事会社グループは専らコード決済事業者のみを競争相手と認識して

利用者数の拡大に向けて戦略を決定していること，及びキャッシュ

レス決済のうち特にコード決済の比率が近年大きく伸びていること

等を踏まえ，本件では，需要者層が消費者である場合の役務範囲を

「消費者を需要者としたコード決済事業」として画定した。 

なお，コード決済事業以外のキャッシュレス決済手段については，

同一の市場とは認められないものの，一定の競争圧力として評価し

得る可能性があると考えられることから，後記６において，隣接市

場からの競争圧力として評価することとした。 

加盟店を需要者としたコード決済事業 

需要の代替性 

加盟店が新しくキャッシュレス決済を導入する際には，一般的に

①初期費用（導入費用）及び②決済手数料の支払が必要となる。①

初期費用という点では，例えばクレジットカード決済を導入する際

にはクレジットカードを読み取り決済情報を送受信するための端末

が必要となるなど，キャッシュレス決済手段の多くは何らかの機器

を導入する初期費用が必要となる。これに対してコード決済を導入

する場合には，加盟店が提示したコードを消費者が読み取ることに

より決済を行う方法（店舗提示方式）であれば初期費用がほとんど

かからないため，需要者である加盟店にとっては，他のキャッシュ

レス決済手段と比較して導入しやすいという点が大きな特徴として

挙げられる。②決済手数料という点でも，例えばコード決済事業へ

の参入としては後発であるＳＢＫ・ＺＨＤグループのＰａｙＰａｙ

では，加盟店の数を増加させるため，平成３０年１０月のサービス
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提供開始時から現在に至るまで，一定の条件を満たす加盟店につい

て決済手数料を０円とするキャンペーンを行っている。また，競争

事業者及び加盟店ヒアリングによれば，加盟店手数料を徴収してい

るコード決済サービスであっても，一般的にコード決済サービスの

加盟店手数料は他のキャッシュレス決済サービスと比較してやや低

く設定されているとのことであった。このため，加盟店からのヒア

リングにおいては，コード決済事業で提供するサービスの決済手数

料が多少引き上がった程度では，特段他の決済手段に切り替えよう

とは考えないという意見が多く聞かれた。したがって，コード決済

事業とコード決済以外のキャッシュレス決済事業との間の需要の代

替性は限定的である。 

供給の代替性 

また，加盟店を需要者とした場合であっても，消費者を需要者と

した場合（前記(ｱ)b参照）と同様，コード決済事業とコード決済以

外のキャッシュレス決済事業との間の供給の代替性は限定的である。 

小括 

以上に加えて，消費者を需要者とするコード決済事業の場合と同

様，当事会社グループはいずれもコード決済事業で競合しているこ

と，また，当事会社グループの内部資料によれば，当事会社グルー

プは専らコード決済事業者のみを競争相手と認識して加盟店数の拡

大に向けて戦略を決定していること，及びキャッシュレス決済のう

ち特にコード決済の比率が近年大きく伸びていること等を踏まえ，

需要者層が加盟店である場合の本件役務範囲を「加盟店を需要者と

したコード決済事業」として画定した。 

なお，コード決済事業以外のキャッシュレス決済手段については，

同一の市場とは認められないものの，一定の競争圧力として評価し

得る可能性があると考えられることから，後記６において，隣接市

場からの競争圧力として評価することとした。 

地理的範囲 

コード決済事業は，日本国内において特段の地理的制限を設けること

なく営まれており，地域によって役務の価格が大きく異なるといった事

情もないことから，「消費者を需要者としたコード決済事業」及び「加

盟店を需要者としたコード決済事業」のいずれについても，地理的範囲
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を「日本全国」として画定した。 

一定の取引分野におけるセーフハーバー基準の該当性 

当事会社グループはいずれも消費者及び加盟店を需要者としたコード決

済事業を営んでおり，競争関係にあることから，本件は，水平型企業結合に

該当する。利用金額でみた場合のコード決済事業における当事会社グループ

のシェアは【表２】のとおりであり，令和２年１月時点のシェアによれば，

本件行為後における当事会社グループの合算市場シェアは約６０％（第１

位），本件行為後のＨＨＩ29は約４０２５，ＨＨＩの増分は約８７７である

ことから，水平型企業結合のセーフハーバー基準には該当しない。 

  【表２】コード決済事業市場シェア（利用金額ベース）30

サービス名 

市場シェア31

平成３１年

４月 
順位

令和元年 

９月 
順位

令和２年 

１月 
順位

ＳＢＫ・ＺＨＤ 

グループ 
約５０％ １位 約５０％ １位 約５５％ １位

ＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥ

グループ 
約２５％ ２位 約１０％ ４位 約５％ ５位

Ａ社 約１０％ ３位 約１５％ ２位 約１０％ ３位

Ｂ社 約５％ ４位 約１０％ ３位 約１５％ ２位

Ｃ社 約５％ ５位 約５％ ５位 約５％ ４位

Ｄ社 約０‐５％ ６位 約５％ ５位 約５％ ６位

Ｅ社 約０‐５％ ６位 約０‐５％ ７位 約０‐５％ ７位

その他 約５％ - 約５％ - 約５％ - 

合計 １００％ １００％ １００％ 

合算市場シェア

（ＨＨＩ） 
順位

約７５％ 

（５８５０）
１位

約６０％ 

（４０２５）
１位

約６０％ 

（４０２５）
１位

競争の実質的制限の検討 

前記４のとおり，コード決済事業については，①消費者を需要者としたコ

ード決済事業及び②加盟店を需要者としたコード決済事業という２つの取

29 ハーフィンダール・ハーシュマン指数（市場の集中度を表す指標で，一定の取引分野におけ
る各事業者の市場シェアの二乗の総和によって算出される。） 
30 本件提出データに基づき公正取引委員会作成。 
31 市場シェアについては，例えば４７．５％以上５２．５％未満を「約５０％」とするなど，
５％単位で記載している。そのため，合計値は必ずしも１００になるとは限らない。以下同じ。 
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引分野が画定される。両取引分野は，取引分野①において特定のコード決済

サービスを利用する消費者が多くなればなるほど，取引分野②において加盟

店が当該コード決済サービスを導入するインセンティブが増加する。また，

逆に，取引分野②において特定のコード決済を導入する加盟店が多くなれば

なるほど，取引分野①において消費者が当該コード決済サービスを導入する

インセンティブが増加する。このように，両取引分野は相互に間接ネットワ

ーク効果が働く関係にあるため，本件行為が競争に与える影響については，

このような市場の特性を踏まえて検討を行った。 

さらに，公正取引委員会は，本件行為により，特に，消費者側のコード決

済事業の取引分野において当事会社グループが市場支配力を得て，消費者側

からの間接ネットワーク効果を通じて，加盟店側において加盟店手数料の引

上げが可能となるか否かを評価することとした。そして，消費者側と加盟店

側それぞれの需要の価格弾力性及び間接ネットワーク効果の大きさを推定

するための構造推定モデルを構築し，その分析に必要となるデータを求めた

ところ，当事会社グループは，分析に必要となるデータの一部を所持してい

ない旨を報告するとともに，その代替策として，本件提出データを用いて，

消費者側に焦点を当てた決済サービスの経済分析（以下「当事会社グループ

経済分析」という。）を行い，当委員会に提出している。当委員会は，本件

審査に当たっては，当事会社グループ経済分析の評価・検証を行う方法によ

り，当委員会としての経済分析を実施した。 

(1) 消費者を需要者としたコード決済事業 

当事会社グループの地位 

前記３のとおり，コード決済事業に係る市場はこの１年で急激に成

長・変化しており，当事会社グループの提供するサービスについても，

この１年余りで会員数，加盟店数等は大きく増加している（例えば，総

決済回数では，ＰａｙＰａｙは，平成３１年１月～３月には２１６０万

回であった総決済回数が，令和２年１月～３月では３億７５００万回ま

で増加している。）。このようなコード決済事業に係る市場自体，また，

当事会社グループによる事業活動の急激な成長を反映して，市場シェア

についても大きな変動がみられる（前記５【表２】参照）。 

ＳＢＫ・ＺＨＤグループの地位 

ＳＢＫ・ＺＨＤグループの提供するコード決済サービスであるＰａ

ｙＰａｙは平成３０年１０月にサービスを開始したばかりであるが，

利用者に対して１００億円を還元する大規模キャンペーンを実施する
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ことなどにより急速に利用者数及び加盟店数を増加させ，６か月後の

平成３１年４月には約５０％の市場シェアを占めるに至った。同サー

ビスはその後も繰り返し利用者に対する大規模な還元キャンペーンを

実施するなどしており，令和２年１月には約５５％の市場シェアを占

めている（第１位）。さらに，ＰａｙＰａｙは総会員数や加盟店数を

みても当事会社グループ以外の競争事業者のそれを大きく上回ってい

る。コード決済事業については，消費者を需要者としたコード決済事

業，及び加盟店を需要者としたコード決済事業という２つの取引分野

の間で相互に間接ネットワーク効果が働くことを踏まえれば，現に市

場シェアが第１位であるというだけでなく，他の競争事業者と比べて

総会員数においても加盟店数においても大きく上回るＳＢＫ・ＺＨＤ

グループが有する競争上の地位は，極めて有力であると考えられる。 

ＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥグループの地位 

一方，平成２６年１２月にサービスを開始したＮＡＶＥＲ・ＬＩＮ

Ｅグループの提供するコード決済サービスであるＬＩＮＥ Ｐａｙは，

平成３１年４月には約２５％，第２位の市場シェアを占めていたが，

同年７月以降急激に市場シェアを低下させており，令和２年１月には

市場シェアは約５％，第５位となっている。このため，現在の市場シ

ェアだけをみれば，コード決済事業に係る市場におけるＮＡＶＥＲ・

ＬＩＮＥグループの競争上の地位は，他の競争事業者に比べて相当に

低いようにもみえる。 

しかしながら，以下の諸点を考慮すると，現在の利用金額ベースで

算出した市場シェアだけでＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥグループの競争上の

地位を評価することは適当ではないと考えられる。 

① アクティブユーザー数・決済回数ベースでみるとＬＩＮＥ Ｐａ

ｙの利用は着実に伸びていること 

  平成３１年（令和元年）１年間における当事会社グループの提供

するコード決済サービスの月間アクティブユーザー数をみると，市

場シェアの低下から受ける印象に反して，ＬＩＮＥ Ｐａｙも着実

に利用者を増やしている。 

また，ＰａｙＰａｙは，平成３０年１０月にサービスを開始した

当初はアクティブユーザー数が約１万人程度であったにもかかわら

ず，約３か月後には１００万人，令和元年末には１０００万人と大

幅に増加している。 
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さらに，【表３】のとおり，取扱金額で算出したＬＩＮＥ Ｐａｙ

の市場シェアは，平成３１年４月に約２５％，令和元年９月に約１

０％，令和２年１月に約５％と一貫して低下し続けているのに対し，

同期間における取扱金額そのもの及び決済回数の推移をみると，取

扱金額については，平成３１年４月と比べると減少してはいるもの

の一貫して減少し続けているというわけではなく，令和２年１月の

取扱金額は令和元年９月の水準を維持している。また，決済回数ベ

ースでみれば，むしろ平成３１年４月よりも利用回数は伸びている

ことが分かる。 

【表３】ＬＩＮＥ Ｐａｙの市場シェア，取扱金額及び決済回数の推移32

平成３１年４月 令和元年９月 令和２年１月 

市場シェア 約２５％ 約１０％ 約５％ 

取扱金額 ※ １００ 約７８ 約７８ 

決済回数 ※ １００ 約１０８ 約１０４ 

※取扱金額及び決済回数は平成３１年４月の数値を１００として計算している。 

② ＬＩＮＥ Ｐａｙの潜在的利用者数は多いと考えられること，総

会員数及び加盟店数において他の競争事業者を大きく上回っている

こと 

当事会社グループのコード決済サービスに係る総会員数をみた場

合，ＬＩＮＥ Ｐａｙの総会員数は，市場シェア第１位のＰａｙＰ

ａｙよりもはるかに多い会員数を有している。さらに，ＮＡＶＥＲ・

ＬＩＮＥグループの提供するＬＩＮＥアプリの月間アクティブユー

ザー数は約８４００万人以上であり，今後これらのユーザーがＬＩ

ＮＥ Ｐａｙの会員あるいはアクティブユーザーとなっていく可能

性も高いと考えられる。 

また，同じく加盟店数についても，ＬＩＮＥ Ｐａｙの加盟店数

は，市場シェア第１位のＰａｙＰａｙと同程度の加盟店数を確保し

ている。 

こうしたＬＩＮＥ Ｐａｙの総会員数及び加盟店数は，ＮＡＶＥ

Ｒ・ＬＩＮＥグループよりも大きな市場シェアを有する競争事業者

と比べても，非常に大きなものであると考えられる。 

前記のとおり，コード決済事業については，消費者を需要者とし

32 本件提出データに基づき公正取引委員会作成。 
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たコード決済事業，及び加盟店を需要者としたコード決済事業とい

う２つの取引分野の間で相互に間接ネットワーク効果が働くことを

踏まえれば，他の競争事業者と比べて総会員数においても加盟店数

においても大きく上回るＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥグループが有する競

争上の地位は，現在の利用金額ベースの市場シェアに表れている以

上に有力なものであると考えられる。 

③ 市場シェアの変動は還元キャンペーンの影響による部分が大きい

と考えられること 

コード決済事業に係る市場においては，各コード決済事業者によ

る大規模な還元キャンペーンの展開が１～２年ほど続いており，消

費者もコード決済事業者を利用する際に「還元キャンペーン」の規

模を重要視していることが窺える。 

例えば，ＳＢＫ・ＺＨＤグループが平成３０年１２月４日から１

３日までの間「ＰａｙＰａｙ １００億円あげちゃうキャンペーン

（第１弾）」33と称する還元キャンペーンを実施したところ，Ｐａｙ

Ｐａｙのアクティブユーザー数はキャンペーン開始前日から急増し，

キャンペーン終了時には爆発的に利用者が増加したとする調査があ

る。 

同様の傾向はＬＩＮＥ Ｐａｙの場合にもみられ，ＬＩＮＥグル

ープが平成３１年３月に実施した「春の超Ｐａｙトク祭！」34と称す

る還元キャンペーンの際には，前月（平成３１年２月）比で，利用

者数，利用金額及び決済件数のいずれも大幅に増加している。 

このように，還元キャンペーンの実施が市場シェアに与える影響

は相当に大きいと考えられるにもかかわらず，ＮＡＶＥＲ・ＬＩＮ

Ｅグループは，令和元年７月以降，ＬＩＮＥ Ｐａｙの還元キャン

ペーンの原資となるマーケティング費用を大幅に削減しており35，こ

れと時期を同じくしてＬＩＮＥ Ｐａｙの市場シェアは急激に低下

していった。 

このことを踏まえると，ＬＩＮＥ Ｐａｙの市場シェアが大きく

33 利用者全員に利用金額の２０％（月上限２５万円のうち最大５万円）を，さらに，抽選に当
選した者には利用金額の全額をキャッシュバックするキャンペーン。 
34 利用者全員に利用金額の２０％を還元（上限１人５０００円），さらに，当選すれば最大２，
０００円相当が貰えるキャンペーン。 
35 ＬＩＮＥグループの令和元年第３四半期（７月～９月）の決算資料によれば，ＬＩＮＥグル
ープは，同期のマーケティング費用を前期（平成３１年〔令和元年〕４月～６月期）比９２％減
としている。 
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減少したのは，ＬＩＮＥ Ｐａｙが比較的他社より早い段階で大規

模なキャンペーンを実施しなくなったことが原因である可能性があ

り，逆にいえば，ＬＩＮＥ Ｐａｙが再び大規模な還元キャンペー

ンを実施すれば，速やかに市場シェアを回復させることも可能であ

るとも考えられる。 

以上のとおり，一見すれば，ＬＩＮＥ Ｐａｙはここ１年間で大

きくシェアを落とし，コード決済事業に係る市場における競争上の

地位も大きく低下しているようにみえるが，上記①から③までに述

べた事情を踏まえると，ＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥグループが有する競

争上の地位は，現在の利用金額ベースの市場シェアに表れている以

上に有力なものであると考えられる。 

当事会社グループ間の競合の程度 

従来からＰａｙＰａｙとＬＩＮＥ Ｐａｙの間における競争が活発

に行われており，一方の市場シェアの拡大が他方の市場シェアの減少に

つながっていたような関係にある場合（当事会社グループ間の競合関係

が強い場合）には，本件行為が競争に及ぼす影響は大きいと考えられる。 

当事会社グループは，当事会社グループ経済分析において，当事会社

グループ間のサービスの競合の程度を評価するために「転換率」36の分

析を行い，当事会社グループ間の競合関係（ＰａｙＰａｙとＬＩＮＥ 

Ｐａｙとの競合関係）の強さは，ＰａｙＰａｙと他のコード決済サービ

スと同程度かそれ以下であると主張した。当事会社グループ経済分析に

おける転換率は，ＳＢＫ・ＺＨＤグループが令和元年１０月５日に１日

限りで行った「ＰａｙＰａｙ１周年記念『ＰａｙＰａｙ感謝デー』キャ

ンペーン37」（以下「ＰａｙＰａｙ１周年キャンペーン」という。）に焦

点を当て，同日におけるＰａｙＰａｙの需要（決済金額）の増加と各コ

ード決済サービスの需要（決済金額）の減少とを比較したイベント分析

により算定されている。ただし，ＰａｙＰａｙ１周年キャンペーンは，

その還元額を期待値で評価すれば，購入額５０００円の場合には２１．

６％の値下げ，購入額１００００円の場合には約１２％の値下げに相当

する１日限りのイベントであり，他の決済手段を利用している消費者の

中には一時的に１日限りでＰａｙＰａｙを利用しただけである（利用す

36 転換率は，差別化されている２つの商品について，一方の商品の価格上昇に伴って失われた
当該商品の需要のうち，もう一方の商品に移った需要の割合のことをいい，企業間あるいは商品
間の競合の程度を定量的に評価する指標の１つである。 
37 利用者全員に最大で利用金額の２０％を還元（１回の最大還元額１０００円等の制約あり），
さらに，５０分の１の確率で全額を還元（上限１０万円）するキャンペーン。 
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る決済手段を切り替えたとまではいえない）者が数多く含まれている可

能性も排除されない。このため，当事会社グループによる転換率分析の

結果は過大に算出されているおそれがあり，評価に当たってはその点を

踏まえる必要がある。 

そのことを前提に，当事会社グループの主張について検証したところ，

ＰａｙＰａｙ１周年キャンペーンが行われた日におけるＬＩＮＥ Ｐ

ａｙからＰａｙＰａｙへの転換率は，競争事業者の提供する他のコード

決済サービスからＰａｙＰａｙへの転換率と比べておおむね同程度か

それ以下であり，その限りにおいて，当事会社グループのＰａｙＰａｙ

とＬＩＮＥ Ｐａｙ間の競争関係が特に強いわけではないという主張

には合理性があると認められる。ただし，前記ア(ｲ)③で述べたとおり，

ＬＩＮＥ Ｐａｙは，令和元年７月以降は大規模な還元キャンペーンを

実施しなくなっており，ＰａｙＰａｙ１周年キャンペーン時点において，

ＬＩＮＥ ＰａｙからＰａｙＰａｙへの転換率が低くなりやすい状況

が既に生じていた可能性は排除できない。 

また，ＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥグループは，同年９月にはその市場シェ

アを約１０％まで低下させていたことから，コード決済市場でのＬＩＮ

Ｅ Ｐａｙの地位（プレゼンス）が低く，ＰａｙＰａｙに対して強い競

争圧力を有していないことも併せて主張している。しかしながら，ＮＡ

ＶＥＲ・ＬＩＮＥグループが有する競争上の地位が，市場シェアに表れ

ている以上に有力なものであると考えられることは，前記アのとおりで

ある。 

競争事業者の地位 

前記５【表２】のとおり，コード決済市場においては，Ａ社やＢ社な

どの有力な競争事業者が存在しているため，一定程度の競争圧力は認め

られる。 

しかしながら，後記(2)イのとおり，当事会社グループそれぞれが，加

盟店に対して，排他的な取引条件（他のコード決済事業者との間で加盟

店契約を締結することを禁止する取引条件。以下同じ。）を課して加盟

店契約を締結している又は締結するよう要請している例が確認された。

当事会社グループが加盟店に対して排他的な取引条件を要請又は課し

ている状況の下で，また，今後においても加盟店に対して排他的な取引

条件を課した加盟店契約が締結されるおそれがある状況の下で，統合に

よって排他的な取引条件を要請又は課される加盟店の数が多くなれば，

競争事業者が提供するコード決済事業を利用できる加盟店数が少なく



３６ 

なる。加えて，コード決済事業については，消費者を需要者としたコー

ド決済事業，及び加盟店を需要者としたコード決済事業という２つの取

引分野の間で相互に間接ネットワーク効果が働くことを踏まえると，競

争事業者が提供するコード決済事業を利用できる加盟店数が少なくな

れば，消費者にとっての当該競争事業者が提供するコード決済サービス

の魅力が低下することとなる。

このため，現時点では一定程度の競争圧力は認められるものの，統合

によって排他的な取引条件を要請又は課される加盟店の数が多くなれ

ば，消費者を需要者とするコード決済市場における競争事業者の競争圧

力は低下すると考えられる。 

参入  

コード決済市場においては，ここ数年の政府によるキャッシュレス推

進政策の動きを受けて，平成２９年以降新規参入が活発に行われていた

（平成３０年から令和元年までの間に，「ＰａｙＰａｙ」を提供するＳ

ＢＫ・ＺＨＤグループのほか，複数の主要な競争事業者が参入してい

る。）。 

しかしながら，令和元年後半以降その動きは落ち着いていると認めら

れるほか，既に主要なコード決済事業者においては１０００万人以上の

会員数を確保している状況にあるところ，間接ネットワーク効果の存在

を前提とすれば，今後コード決済市場へ参入して一定の存在感を有する

ためには，大規模な還元キャンペーンを実施するなど非常に大きな資金

力を有する必要があると考えられる。 

これらを踏まえると，今後においては，コード決済事業への新規参入

は必ずしも容易であるとはいえない。 

隣接市場からの競争圧力 

クレジットカードからの競争圧力 

 前記４(1)ア(ｱ)aで述べたとおり，クレジットカードはコード決済と

比較して高額の支払に利用されることが多く，消費者は支払金額に応

じてある程度両者の使い分けを行っている。しかしながら，仮に，コ

ード決済サービスの利用の増加に伴いクレジットカードの利用が低下

する（又はその逆にクレジットカードの利用の増加に伴いコード決済

サービスの利用が低下する）という現象がみられるのであれば，クレ

ジットカードの存在はコード決済サービスに対する競争圧力（隣接市

場からの競争圧力）となっているものと考えられる。 
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このため，本件提出データに基づき，平成３１年４月以降における

毎月の決済総額に占める各決済手段による決済額の割合（各決済手段

の利用率）の推移を確認したところ，平成３１年４月から令和２年１

月までの間，基本的に，コード決済サービスの利用率は増加し続けて

いるにもかかわらず，クレジットカードの利用率は低下しておらず，

むしろコード決済サービスと同様に増加し続けている（【表４】）。

このことからすれば，クレジットカードとコード決済サービスは互い

に顧客を積極的に奪い合っているとはいえず，クレジットカードによ

る競争圧力は決して強いとはいえない。 

   【表４】各決済手段の利用割合の推移（利用金額ベース）38

２０１９年 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

現金 ５２．６４％ ５１．１４％ ５０．０７％ ５０．５６％ ５０．４２％ ４６．０７％ 

クレジット

カード 
３０．９０％ ３１．９０％ ３２．６１％ ３１．３７％ ３１．８０％ ３５．２６％ 

コード決済

サービス 
１．７６％ １．７８％ ２．４７％ ３．０９％ ３．３０％ ４．０４％ 

２０１９年 ２０２０年 ２０１９年４月期と 

の比較 １０月 １１月 １２月 １月 

現金 ４４．６４％ ４２．９９％ ４２．４１％ ４１．５８％ （－１１．０６％）

クレジット

カード 
３１．６０％ ３４．３４％ ３４．７３％ ３４．６７％ （＋３．７７％）

コード決済

サービス 
６．８７％ ６．２９％ ６．７３％ ７．３０％ （＋５．５４％）

 なお，当事会社グループは，ＰａｙＰａｙ１周年キャンペーン時に

おける転換率の算定結果に基づき，①クレジットカードからＰａｙＰ

ａｙへの転換率が大きいことから，クレジットカードによる競争圧力

は大きいこと，また，②クレジットカードからＰａｙＰａｙへの転換

率が他のコード決済サービスからＰａｙＰａｙへの転換率よりも断然

38 本件提出データに基づき公正取引委員会作成。 
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に大きいことから，当事会社グループ間の競合関係や他のコード決済

サービスとの競合関係よりも，クレジットカードとの間の競合関係の

方が強い旨を主張している。 

しかしながら，転換率の高さは需要の代替性の高さと同じであると

理解することも可能であるところ，これまでみた各考慮要素に係る判

断からすれば，そもそもＰａｙＰａｙと他のコード決済サービスとの

競合関係よりもＰａｙＰａｙとクレジットカードとの競合関係の方が

強い（クレジットカードとの代替性の方が高い）という主張の合理性

には疑問が残る。また，前記イのとおり，当事会社グループによる転

換率分析の対象となったＰａｙＰａｙ１周年キャンペーンは１日限り

で高額な還元を行うものであったということを踏まえると，クレジッ

トカードとコード決済とを使い分けている消費者であっても，その日

に限っては，普段はクレジットカードを使うような比較的大きな買い

物をＰａｙＰａｙで決済するという購買行動を採っていた可能性も否

定できない。 

したがって，当事会社グループの転換率に係る主張を踏まえてもな

お，クレジットカードによる競争圧力が強いとは認められない。 

他のキャッシュレス決済サービスの存在による競争圧力 

クレジットカード以外の他のキャッシュレス決済手段（カード型電

子マネー決済等）は，消費者が基本的に無料で使用することができる

点や決済手段として用いられる際の決済金額の水準（比較的少額の決

済において用いられる）等においてコード決済と共通していることか

ら，コード決済との間で一定程度の競合関係があるものと考えられる。 

しかし，当事会社グループ経済分析による転換率分析の結果をみる

と，ごく一部の例外を除き，クレジットカード以外の他のキャッシュ

レス決済手段からＰａｙＰａｙへの転換が生じたことを示す結果は得

られていない。また，他のキャッシュレス決済サービス事業者へのヒ

アリングによれば，他のキャッシュレス決済サービス事業者の中には，

自社グループの提供する他のサービスの利用者の利便性の向上のため

に決済サービスを提供しており，コード決済事業者を競合相手として

認識したことはないとする者もみられた。これらのことからすれば，

コード決済とクレジットカード以外の他のキャッシュレス決済手段と

の間の競合関係が強いとは評価できない。 

また，当事会社グループは，消費者側においてマルチホーミング（複

数のキャッシュレス決済手段を併用している状態にあることをいう。
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以下同じ。）が進んでいると主張する。実際，当事会社グループ経済

分析の結果からも，当事会社グループのコード決済サービスを利用す

る消費者は，一定程度，クレジットカード以外の他のキャッシュレス

決済を利用していることが確認された。ただし，消費者におけるマル

チホーミングの程度としては，クレジットカード以外の他のキャッシ

ュレス決済サービスを併用するＰａｙＰａｙユーザーの割合は３割前

後，ＬＩＮＥ Ｐａｙユーザーについても同様であり，その程度は高

いとはいえない。 

したがって，クレジットカード以外の他のキャッシュレス決済サー

ビスによる競争圧力は一定程度認められるが，それほど強いものでは

ない。 

需要者からの競争圧力 

取引先変更の容易性 

消費者が各コード決済サービスを利用するためには，自らのスマー

トフォンに専用アプリをインストールし，自らのアカウント残高を増

加させる（チャージをする）ための銀行口座又はクレジットカードを

登録する等の手続を行えばよいため，消費者が複数のコード決済サー

ビスを利用することは比較的容易である（実際，消費者において一定

程度のマルチホーミングが行われているとみられることは前記オのと

おり。）。 

他方，当事会社グループから提出されたデータによれば，令和２年

５月末時点における，令和２年５月にＰａｙＰａｙを１回以上利用し

たユーザー１人当たりのＰａｙＰａｙの平均アカウント残高（ポイン

トを含む）のうち約７割は，銀行口座に払出し（出金）を行い現金化

することができない（すなわち，ＰａｙＰａｙ決済により買い物を行

うことでしか使用できない）残高とされているほか，出金可能なアカ

ウント残高についても，払出しを行う際には特定の金融機関を介さな

い限り一定の手数料が必要となるため，消費者は結局ＰａｙＰａｙ決

済による買い物を行うことを選ぶ可能性がある。また，ＰａｙＰａｙ

１周年キャンペーン前後におけるＰａｙＰａｙの決済金額（少額決済）

の推移をみると，同キャンペーンを契機にＰａｙＰａｙの利用金額が

大きく増大する，あるいは同キャンペーンをきっかけにＰａｙＰａｙ

を利用し始めた消費者が引き続きＰａｙＰａｙを利用し続けるという

構造変化が生じているように見受けられる（【図２】参照）。これら

を踏まえると，コード決済（特にＰａｙＰａｙ）の利用においては，
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一定程度，消費者をロックインさせる効果が生じていることが考えら

れる。 

このため，需要者からの競争圧力は一定程度働くものと考えられる

が，その程度は必ずしも強いものであるとはいえない。 

【図２】本件提出データに基づく，ＰａｙＰａｙ１周年キャンペーンが実施され

た際における少額取引に係るＰａｙＰａｙの決済金額の日次推移39

代替的決済手段としての現金の存在 

消費者の決済手段には，現金も存在する。現金は，法律40により強制

通用力（額面で表示された価値で決済の最終手段として認められる効

力をいう。）が付与された法貨であり，クレジットカードその他のキ

ャッシュレス決済手段とは支払決済手段としての汎用性が根本的に異

なっている。コード決済サービスとの対比において，現金は，消費者

が自ら有する代替的な決済手段であると考えられることから，本件審

査においては，需要者（消費者）からの競争圧力として評価する。 

当事会社グループが行った転換率分析によれば，現金からＰａｙＰ

ａｙへの転換率は極めて高い。また，平成３１年４月以降における毎

月の各決済手段の利用率の推移をみると，コード決済サービスの利用

率が一貫して増加しているのに対し，現金の利用率は一貫して低下し

39 本件提出データに基づき公正取引委員会作成。 
40 日本銀行法（平成９年法律第８９号）第４６条第２項，通貨の単位及び貨幣の発行等に関す
る法律（昭和６２年法律第４２号）第７条 
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ている（前記オ(ｱ)【表４】参照）。したがって，少なくとも現在の市

場環境の下では，コード決済サービスが一方的に現金から利用者を獲

得している状況にあり，代替的な決済手段としての現金の存在は，コ

ード決済サービスに対する競争圧力として機能しているとは言い難い。

さらに，下記キで述べるような市場の状況を踏まえると，今後とも現

金の利用は低下していくことが予想されるため，近い将来を想定して

も，現金の存在による需要者からの競争圧力は更に低下していくこと

が予想される。 

コード決済市場の著しい成長について 

 前記３で述べたとおり，コード決済市場はここ１年で急激な成長を遂

げており，平成３１年（令和元年）の市場規模で平成３０年比約２．３

倍，平成３１年（令和元年）のコード決済比率で平成３０年比約６倍と

なっている。さらに，令和２年に入ってからは，新型コロナウイルス感

染症拡大の影響によるキャッシュレス決済への需要増加も相まって，引

き続きコード決済の利用が増加しているといわれており，平成３１年

（令和元年）と比較しても令和２年は更にコード決済に係る市場規模及

びコード決済比率が伸びることが予想される。 

また，加盟店からのヒアリングによれば，コード決済の利用者数は，

政府による令和元年１０月の「キャッシュレス・消費者還元事業」開始

時から急増したとのことである（当事会社グループ提出データでも，コ

ード決済の利用率が，令和元年の８月と比較して，同年１０月には２倍

程度に急激に増加していることが読み取れる41。）。同事業は令和２年６

月末に終了したが，同月からは新たに決済用統一コードである「ＪＰＱ

Ｒ」の普及事業が開始され，また，同年９月にはマイナンバーカードの

普及とともにキャッシュレス決済の拡大を図る「マイナポイント事業」

が開始される。「成長戦略フォローアップ」（令和２年７月１７日閣議

決定）でも，「２０２５年６月までに、キャッシュレス決済比率を倍増

し，４割程度とすることを目指す」とされており，政府においては今後

も積極的にコード決済を含めたキャッシュレス推進政策が実施される

ものと考えられる。 

これらの事情を踏まえれば，コード決済事業に係る市場は，引き続き

大きく成長していくことが予想される。 

41 現金を含めた支払手段として，支払金額ベースでは，令和元年８月に３．３０％程度だった
コード決済の利用率が，同年９月には４．０４％に，同年１０月には６．８７％まで増加してい
る。 
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小括 

以上を踏まえると，現時点において，当事会社グループが市場支配力

を有するような状況となるおそれがあるという懸念を払拭することは

困難と考える。 

(2) 加盟店を需要者としたコード決済事業 

当事会社グループの地位 

加盟店は，コード決済事業者の選択基準として，加盟店手数料の次に

利用者数の多さを重視しているとのデータが得られている。そのため，

当事会社グループの地位は，消費者を需要者とした市場における場合と

同様に極めて有力なものであると考えられる。また，実際にも当事会社

グループの加盟店数は，他の競争事業者と比べても，非常に多い状況に

ある。 

競争事業者の地位 

加盟店を需要者とした場合においても，前記(1)ウと同様，コード決済

市場においては，Ａ社やＢ社などの有力な競争事業者が存在しており，

一定程度の競争圧力は認められる。 

しかしながら，ヒアリングにおいて，当事会社グループが加盟店に対

して排他的な取引条件を課していることに関する懸念が寄せられ，実際

にも，当事会社グループそれぞれが，加盟店に対して，排他的な取引条

件を課して加盟店契約を締結している又は締結するよう要請している

例が確認された。したがって，現時点では一定程度の競争圧力は認めら

れるものの，当事会社グループが加盟店に対して排他的な取引条件を要

請又は課している状況の下で，また，今後においても加盟店に対して排

他的な取引条件を課した加盟店契約が締結されるおそれがある状況の

下で，統合によって排他的な取引条件を要請又は課される加盟店の数が

多くなれば，競争事業者が提供するコード決済事業の加盟店数が減少す

ることによって，競争事業者の競争圧力は低下すると考えられる。 

参入 

前記(1)エで述べたとおり，直近１年間でその動きは落ち着いている

と認められ，また，今後における新規参入は必ずしも容易であるとはい

えない。 
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隣接市場からの競争圧力 

前記(1)オで述べた事情は，加盟店を需要者とした場合においても同

様である。 

加えて，加盟店からのヒアリング等によれば，加盟店は，取引するコ

ード決済事業者の選択基準として加盟店手数料を最も重視していると

述べている。特に，クレジットカードの手数料を下回るかどうかが大き

な要因となるとの意見が多数挙げられた。このため，加盟店を需要者と

するコード決済事業においては，クレジットカードは，コード決済にお

いて設定される加盟店手数料の水準に一定の上限をもたらす（クレジッ

トカードの手数料の水準以上には引き上げられない）という点では競争

圧力として評価することができる。しかしながら，現実には，コード決

済事業者間での手数料の価格競争は，クレジットカードの手数料水準を

相当程度下回る水準で行われている。 

また，当事会社グループの決済事業は後記(3)イのとおり，令和３年７

月又は９月頃まで一定の条件を満たせば，手数料無料で利用できるとこ

ろ，クレジットカード及びその他のキャッシュレス決済手段は加盟店手

数料を徴収しているところが多く，少なくとも加盟店手数料が無料の加

盟店にとっては，隣接市場からの競争圧力はほとんど働いていないと考

えられる。 

したがって，加盟店を需要者とした場合においても，隣接市場からの

競争圧力は一定程度認められるが，強いとまでは認められない。 

需要者からの競争圧力 

取引先変更の容易性 

前記のとおり，加盟店を需要者としたコード決済市場については，

消費者を需要者としたコード決済市場からの間接ネットワーク効果が

働くことを踏まえれば，加盟店は，総会員数において他の競争事業者

を大きく上回るＰａｙＰａｙ及びＬＩＮＥ Ｐａｙから他のコード決

済サービスへ切り替えることが困難となり得る。その場合，加盟店と

しては当事会社グループのコード決済手段を利用せざるを得なくなり，

加盟店手数料が引き上げられたとしてもそれを受け入れざるを得なく

なる。 

また，加盟店からのヒアリングによれば，特に小売店については，

加盟店手数料が一定程度値上げされたとしても，顧客のクレームのお

それなどがあるため，基本的には，加盟店手数料がクレジットカード

のそれよりも高くならない限りは，一度導入した決済サービスについ
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て解約することは事実上難しいとの意見が聞かれた。 

なお，当事会社グループは，消費者側におけるマルチホーミングの

程度が大きいならば，加盟店側で特定の決済手段を選ぶメリットが小

さくなることから，加盟店が当事会社グループのコード決済サービス

にロックインされることとはならないとし，消費者側においてマルチ

ホーミングが生じている旨を主張している。しかし，前記(1)オ(ｲ)で

述べたとおり，消費者側において一定程度のマルチホーミングがみら

れるものの，その程度は高いとはいえず，また，消費者側においては

一度利用を開始したコード決済にロックインされる可能性もある（前

記(1)カ(ｱ)）。 

以上のとおり，現時点においては加盟店を需要者とした場合におけ

る需要者からの競争圧力は限定的である。 

代替的決済手段としての現金の存在 

前記(1)カ(ｲ)で記載したような市場の状況を踏まえると，今後現金

を利用する消費者は低下していくことが予想されるため，今後需要者

からの競争圧力は低下していくことが予想される。 

小括 

以上を踏まえると，現時点において，当事会社グループが市場支配力

を有するような状況となるおそれがあるという懸念を払拭することは

困難と考える。 

(3) その他競争を実質的に制限するか否かを検討する際に重要となる考慮

要素 

競争事業者の減少による加盟店手数料の引上げを検討している内部

資料の存在 

本件では，当事会社グループに対し，取締役会，経営会議等の各種会

議資料・議事録や役員及び従業員の電子メール等の多くの内部資料の

提出を求め，当該内部資料を精査したところ，当事会社グループが本件

行為によって競争事業者が減少することに伴う加盟店手数料率の引上

げの余地を検討しようとしていると評価できる資料が確認された。 

このことから，当事会社グループにおいては，加盟店を需要者とした

コード決済市場において加盟店手数料を引き上げるインセンティブは

存在すると考えられる。 
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コード決済市場が未成熟であること等 

政府によりキャッシュレス決済の普及に向けた政策が採用されたこ

とのほか，コード決済市場がこれほど短期間で大きく成長した理由の

一つとして，各コード決済事業者が，大規模な還元キャンペーンを実施

し，消費者及び加盟店の獲得に向けた激しい競争を繰り広げたことが

挙げられる。その結果，主要なコード決済事業者においては，いずれも

営業費用に多くの赤字を抱えることとなった。 

また，各コード決済事業者が設定する決済手数料も，大規模な小売事

業者に対しては一定程度の加盟店手数料を徴収している場合もあるも

のの，多くの加盟店に対して手数料０％としていることが多く，各コー

ド決済事業者においては利益を得られていないような状況にある。特

に，ＳＢＫ・ＺＨＤグループのＰａｙＰａｙでは，総加盟店数のうち決

済手数料を無料としている加盟店がほとんどであり，これらの加盟店

に対する決済手数料は令和３年９月３０日まで引き続き無料とするこ

とが予定されている。また，ＮＡＶＥＲ・ＬＩＮＥグループのＬＩＮＥ

 Ｐａｙにおいても，決済手数料無料の加盟店が総加盟店数の相当数

を占めており，これらの加盟店に対する決済手数料は令和３年７月末

まで無料とされている。 

このように，コード決済市場は，現時点において，いまだ市場が十分

に成熟していない状況にあり，市場の成長や環境変化も極めて激しい

ことから，現時点での審査資料を前提として将来的な市場の状況を正

確に予想するのは困難な状況といえる。 

データに関する評価 

現状のデータの評価 

当事会社グループが行うコード決済事業においては，当事会社グル

ープそれぞれが提供するプラットフォームサービスの共通ＩＤに係る

情報（性別，電話番号等）が用いられることがあるものの，広告事業

とは異なり，基本的にはコード決済事業で得たデータのみを利用して

サービスの向上に活用しており，他の事業で得たデータを活用してい

る状況にはない。さらに，他事業で入手した情報を利用する場合には，

前記第５の４(2)エ及びオで述べたとおり，引き続き厳格な保護・管理

体制が求められると考えられる。 

また，データの種類については，当事会社グループの提供するサー

ビスの利用を通じてでなければ入手することのできない特異性のある

データは特段存在しないと考えられる。しかしながら，広告関連事業
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に係る競争事業者は，その市場において当事会社グループに匹敵する

かそれ以上の有力な地位を有していたのに対し，コード決済事業に係

る競争事業者がコード決済市場において有する地位は，当事会社グル

ープが有する地位と比べて大きな開きがある。このことを踏まえると，

データの量や範囲及び収集頻度という観点からは，競争事業者が入手

することのできるデータの量や範囲及び収集頻度と比べて，当事会社

グループが競争上有利となり，コード決済事業における競争に影響を

与える可能性は否定できない。 

統合後におけるデータの評価 

当事会社グループによれば，統合後において，他の事業で得たデー

タをどのようにコード決済事業に利活用するか（又はコード決済事業

で得たデータをどのように他の事業に利活用するか）など，統合後の

データの統合・共有・活用についての具体的な見通しは立っていない

とのことである。 

コード決済事業においては，統合後の当事会社グループの市場にお

ける地位は相当に大きなものとなると考えられるところ，今後の市場

の状況の変化に加えて，当事会社グループによる今後のデータの統合・

共有・活用方法によっては，更に当事会社グループの事業能力が向上

する可能性があることは否定できないと考えられる。 

(4) 協調的行動による競争の実質的制限について 

当事会社グループの地位を踏まえても，競争事業者の数がそれなりに多

いこと等を踏まえると，協調的行動によって，競争を実質的に制限するこ

ととなるとはいえないと考える。

(5) 独占禁止法上の評価 

以上のことからすれば，消費者を需要者とした又は加盟店を需要者とし

たコード決済市場において，現時点において，単独行動又は協調的行動に

よって，直ちに競争を実質的に制限することとなるとまではいえないとし

ても，前記(1)～(3)で記載したような事情を踏まえると，排他的な取引条

件の取り扱い，データの利活用等の統合後における当事会社グループの行

動や今後の市場の状況等によっては，当事会社グループが，ある程度自由

に，価格等の条件を左右することができる状態が容易に現出し得るおそれ

があるという懸念を払拭しきれないと考える。 
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当事会社グループによる措置の申出 

当事会社グループに対し，前記６(5)のとおり指摘を行ったところ，当事

会社グループから，下記の措置（以下「本件措置」という。）の申出があっ

た。 

(1) 定期報告及び必要な措置の検討 

当事会社グループ42は，本件行為後３年間，１年に１回，下記の内容を

報告する。また，当事会社グループは，本件報告の内容に対して，当委員

会よりコード決済事業における実質的な競争が制限され，又は公正な競争

が阻害されるおそれに関する指摘を受けた場合，当該指摘の内容に応じ，

公正取引委員会との間で協議し，対応策を検討する。 

コード決済事業の市場規模，当事会社グループの地位，競争状況等 

報告会社43が設定している加盟店手数料に関する事項 

コード決済事業に関連するデータの利活用に関する事項 

コード決済サービスの利用に際して報告会社が利用者から入手す

るデータを当事会社グループがコード決済事業以外の事業のために

利活用した場合における当該データの内容及び利活用方法 

コード決済サービスの利用に際して報告会社が利用者から入手す

るデータを当事会社グループがコード決済事業のために利活用した

場合における当該データの内容及び利活用方法 

コード決済事業以外の事業において当事会社グループが利用者か

ら入手するデータを報告会社がコード決済事業のために利活用した

場合における当該データの内容及び利活用方法 

(2) 排他的な取引条件の撤廃 

本件統合の実行日までに，加盟店との間の取引条件を排他的な取引条件

（加盟店が報告会社以外のコード決済事業者との間で加盟店契約を締結

42 本件行為後において，ＺＨＤ及びＬＩＮＥはいずれもソフトバンクの連結子会社となること

から，本件措置に係る申出の主体にＮＡＶＥＲグループは含まれていない。 
43 ＰａｙＰａｙ株式会社及びＬＩＮＥ Ｐａｙ株式会社（ＰａｙＰａｙ株式会社及びＬＩＮＥ 
Ｐａｙ株式会社がそれらの運営するコード決済事業を当事会社グループの別会社に譲渡・承継
した場合は当該会社）を指す。以下同じ。 
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することを禁止する条件を指す）を含まない内容とする。ただし，排他的

な取引条件の設定について合理的な理由があると報告会社が思料する契

約については，当該取引条件を維持することにつき，公正取引委員会との

間で個別に協議することを妨げない。また，本件統合の実行日から３年が

経過するまで，加盟店に対し，排他的な取引条件を課さない。ただし，排

他的な取引条件の設定について合理的な理由があると報告会社が思料す

る取引関係については，当該取引条件を設定することにつき，公正取引委

員会との間で事前かつ個別に協議することを妨げない。 

さらに，本件対応の実施状況に関して，前記(1)の報告と併せて報告す

る。 

本件措置に対する評価 

(1) 定期報告及び必要な措置の検討について 

定期報告は，それ自体が企業結合によって失われる競争を回復すること

ができる措置とは評価できないが，当委員会が統合後における当事会社グ

ループの行動や今後の市場の状況を把握するという観点からは適切な措

置と考えられる。 

また，定期報告の結果を踏まえ，当委員会よりコード決済事業における

競争が実質的に制限され，又は公正な競争が阻害されるおそれに関する指

摘を受けた場合，当該指摘の内容に応じ，公正取引委員会との間で協議し，

対応策を検討するとの申出もなされていることから，データの利活用等の

統合後における当事会社グループの行動や今後の市場の状況等によって

生じ得る競争上の懸念への対応についても一定の実効性が担保されてい

る。 

さらに，一定の条件を満たす加盟店に対する加盟店手数料は，令和３年

７月又は９月頃まで０円とされる予定であるところ，当該期間を過ぎた後

も一定の報告期間が確保されていることや，統合後のデータの利活用等の

検討には統合後一定の期間がかかると考えられることを踏まえると，３年

という期間も適切であると考える。 

(2) 排他的な取引条件の撤廃について 

当事会社グループは，本件統合の実行日までに，加盟店との間の取引条

件を排他的な取引条件を含まない内容とするとともに，本件行為後，３年

が経過するまで排他条件を内容とする取引を課さないこととなるため，将

来的に競争圧力が有効に機能しなくなるのではないかという懸念が払拭

されることとなる。したがって，当事会社グループが将来的に市場支配力
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を行使することを防止するための措置として実効性が認められることか

ら，適切な措置であると認められる。また，本件措置の実施状況について，

当委員会への定期報告を行うことは，本件措置の履行監視の観点から適切

であると認められる。 

小括 

以上のとおり，当事会社グループが本件措置を講じることを前提とすれば，

本件行為により，コード決済事業における競争を実質的に制限することとな

るとはいえないと認められる。 

第７ 結論 

当事会社グループが本件措置を講じることを前提とすれば，本件行為が 一定

の取引分野における競争を実質的に制限することとなるとはいえないと判断し

た。


